
平成 30 年土地基本調査に関する研究会（第３回） 

 

議 事 次 第  

 
平成 30 年２月 21 日 (水 )  14： 30～                                              
国土交通省土地・建設産業局第１会議室 
（中央合同庁舎第３号館３階） 

 
１ 開  会 

 
２ 議  事 

 
  （１）第Ⅲ期基本計画及び諮問第 107 号に対する統計委員会答申概要について 
 
  （２）土地基本調査の検討課題と今後の方向性について 
 
  （３）その他 
 
３ 閉  会 

 
--------------------------------------------------------------------------- 

〈 配付資料 〉 

 議事次第  本紙 
 資料１－１ 第Ⅲ期基本計画及び諮問第 107 号に対する統計委員会答申概要 
 資料１－２ 第２回研究会までの検討課題の整理と今後の検討課題 
 資料１－３ 土地基本調査の検討課題と今後の方向性 
 資料２－１ 土地基本調査の作成方法の充実に向けた検討 
 資料２－２ 「今後の保有等予定」の選択肢の検討 
 資料２－３ 法人の属性を踏まえた集計の充実の検討 
 資料２－４ 土地単位でのパネルデータ作成の検討 
 資料３   平成３０年土地基本調査のスケジュール 
  
 参考資料１ 諮問第 107 号に対する統計委員会答申関係資料 
 参考資料２ 「公的統計の整備に関する基本的な計画」の変更に係る答申 
 参考資料３ 第１回研究会議事概要 
 参考資料４ 第２回研究会議事概要 
 参考資料５ 平成 30 年法人土地・建物基本調査 調査票 
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第Ⅲ期基本計画及び諮問第 107 号に対する統計委員会答申概要 

 
１ 第Ⅲ期基本計画概要 

『「公的統計の整備に関する基本的な計画」の変更に係る答申』（平成 29 年 12 月

19 日統計委員会答申。以下「第Ⅲ期基本計画」という。）について、土地基本調査

に個別に該当する箇所は次のとおり（「第Ⅲ期基本計画」抜粋。）。 
第２ 公的統計の整備に関する事項 

 ２ 社会・経済情勢の変化を的確に捉える統計の整備 
（７）不動産関連統計の改善・体系的整備 

   不動産に関する統計については、第Ⅰ期基本計画以降、企業の不動産（土地及び建物）の所有（ストッ

ク）等をより的確に把握するため、関連する統計を統合・整理し、５年周期で法人土地・建物基本調査（基

幹統計調査）を実施するとともに、その中間年における土地取得動向（フロー）を把握する土地動態調査

（一般統計調査）の実施状況も踏まえ、中期的な観点から整備・検討に取り組んでいる。 

   このような状況の中、不動産に関する統計の更なる体系的整備を図るためには、報告者の記入負担軽

減にも留意しつつ、地域別等の法人における土地の所有・利用状況の構造的な把握の在り方や、

効率的な調査の実施に向けた検討を行うとともに、世帯や公的部門も含めた我が国の土地の所

有及び利用状況の全体像を把握する統計の整備に向けた課題の整理等に引き続き取り組む必要

がある。 

   このため、５年ごとに実施する法人土地・建物基本調査とその中間年に実施する土地動態調査について、

規制改革実施計画（平成 29 年６月９日閣議決定）の「不動産登記情報の公開の在り方」等についての

検討動向を注視しつつ、不動産登記情報の活用の可能性や、土地の所有・利用状況の構造的な把握

の在り方を含め、調査の効率的な実施に向けて検討を推進する。また、我が国の土地所有及び利

用状況の全体像を把握するため、土地基本調査※の作成方法の充実に向けた検証・検討を推進し、

具体的な課題の整理を行う。 

  ※国土交通省「法人土地・建物基本調査」及び総務省「住宅・土地統計調査」の転写・集計により作成した「世帯土地

統計」の総称。また、両調査のデータを基に資産額も推計。 

 

〈別表 今後５年間に講ずる具体的施策〉 

具体的な措置、方策等 担当府省 実施時期 

５年ごとに実施する法人土地・建物基本調査とその中間年に実施す

る土地動態調査について、不動産登記情報の公開の在り方などの

検討動向を注視しつつ、不動産登記情報の活用の可能性や、フローと

ストックの情報を地域別に把握することも含め、法人における土地

の所有・利用構造を、より的確に把握する調査を効率的に実施する

方向で検討を促進する。 

国土交通省 平成 35 年法人土

地・建物基本調査

の企画時期までに

結論を得る。 

我が国の土地所有及び利用状況の全体像を把握するため、土地基本

調査の作成方法の充実に向け、関係府省とも連携し、解決すべき

課題を整理・検討する。 

国土交通省 平成 30 年度から

実施する。 

- 
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２ 諮問第 107 号に対する統計委員会答申概要 

  諮問第 107 号に対する統計委員会の答申概要（答申の抜粋）は次のとおり（答申

全文は「参考資料１」を参照）。 
 
２－１ 本調査計画の変更 
（１）承認の適否 

変更を承認して差し支えない。 
 
（２）理由等 
【調査票の構成の変更】 
調査票を明確に分離し、本来回答を求めるべき報告者への配り分けを行い、実態

の正確な把握に努めるとともに、無用の報告者負担の発生を抑制しようとするもの

であり、適当である。 
 

変 更 案 現   行 
【調査票 A】 
・土地の所有及び利用状況、農地、林地の所有状況等 
・建物の所有及び利用状況等 

【調査票 A】 
・土地の所有及び利用状況、農地、林地の所有状況等 
・特殊な用途の土地の所在地、用途等 
・建物の所有及び利用状況等 【調査票 B】 

・特殊な用途の土地の所在地、用途等 
【調査票 C】 
・土地の取得、売却の状況 

【調査票 B】 
・土地の取得、売却の状況 

 
【調査事項の変更】 
行政上のニーズを踏まえたものであり、おおむね適当と考える一方で、土地に係

る「今後の保有等予定」の選択肢の設定については、①５年で区切ることの必要性

が不明確、②売却・保有の計画が定められていない場合の選択肢が必要との懸念も

示された。 
この選択肢の設定に当たっては、事前に実施した予備的な調査（一般統計調査）

の結果を踏まえたものとされているが、主に回答の可能性を中心に確認がなされて

おり、今回の審議において示された懸念を払拭するには至らなかった。 
ついては、今回調査の結果も踏まえ、改めて設定の妥当性や改善の余地について

再検討すべきことを指摘する。 
 
【集計事項の変更】 
調査事項の変更を踏まえた適切な変更となっていることから、適当であるが、調

査対象となる法人が外資系か否かの区分で集計する必要性について、今後、検討す

る必要があることを指摘する。（「今後の課題（２）」） 
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２－２ 統計委員会第 46 号の答申（平成 24 年 12 月 21 日付け府統委第 114 号）で

示された「今後の課題」への対応状況について 
① については、課題はあるものの、おおむね適当と考える。（「今後の課題（１）」） 
② については、法人単位のパネルデータが作成され、各種分析への利用が進 

められていることは評価できる。一方で、本調査が土地に着目した調査であるこ

とを踏まえれば、土地単位のパネルデータの作成について検討する必要がある。

（「今後の課題（３）」） 
 

〈統計委員会諮問第 46 号の答申における今後の課題（平成 24 年 12 月 21 日）〉 
① 土地及び建物の利用状況の選択肢の分割や新設について、平成 25 年の調査結果を踏まえ、次回

調査計画（平成 30 年）の企画時期までに結論を得ること。 
② 平成 25 年の調査結果を踏まえ、パネルデータの政策への活用やパネルデータ分析の手法（土地

ベースでの分析や法人の倒産・廃業、新設等における土地の移動に着目した分析等）について、

パネルデータの作成及びそれに基づく分析に知見を有する専門家から意見を聞くなどにより、

次回調査計画（平成 30 年）の企画時期までに結論を得ること。 

 
２－３ オンライン調査の推進 

今後とも、オンライン回収率の向上に努めることを期待する。 
 
２－４ 今後の課題 
（１）土地の「今後の保有等予定」の選択肢の設定について 
   本調査の調査事項のうち、土地に係る「今後の保有等予定」については、今回

の調査結果及び関連項目である「転換予定」の調査結果並びにこれらの事項を用

いた分析状況を踏まえ、５年で区切る必要性や、売却について検討していない場

合の対応等、選択肢の適切な設定について、次回調査（平成 35 年予定）の企画

時期までに検討し、結論を得ること。 
 
（２）法人の属性を踏まえた集計の充実について 
   調査対象である法人が外資系か否かの区分で集計することについて、利用ニー

ズを踏まえつつ、調査事項の更なる追加、又は、法人番号を利用したデータ・リ

ンケージの活用等を、次回調査（平成 35 年予定）の企画時期までに検討し、結

論を得ること。 
 
（３）土地単位でのパネルデータの作成について 
   土地単位でのパネルデータの作成について、今回調査の結果も活用し、その技

術的課題を明確化した上で、追加的に必要とされる行政記録情報等の収集方法も

含めて検討し、次回調査（平成 35 年予定）の企画時期までに、取組の方向性に

関する一定の結論を得ること。 



（４） （５）

短
期
的
な
課
題

中
長
期
的
な
課
題

第３回研究会以降でご議論

第３回研究会以降でご議論
⑥我が国の土地所有・利用状況
に係る全体の捉え方の検証

○経済センサスで
把握されるような経
済活動と土地所有・
利用との関係整理
○我が国（全体）と
しての補足率の向
上（加工統計として
の土地ストック・フ
ロー統計の作成

（平成29年12月19日）

「今後の保有等予定」
の選択肢の設定の検討

第Ⅲ期基本計画（統計委員会答申）

法人の属性を踏まえた集計の充実の検
討（法人が外資系か否かでの区分による

集計）

土地単位でのパネルデータ作成の取組
の方向性に関する検討

第１回研究会（平成29年１月13日）

⑦登記情報などの行政記録情報
の活用に向けた検討

○年次情報の整備
○情報シーズも踏
まえた調査の効率
性の向上

（１） （２） （３）

⑤公表の早期化等の検討
○国と地方の効率
的統計実施体制に
向けた見直し

○平成28年予備調査から国と地
方の役割分担を変更し、調査を効
率的に実施

○事業所母集団DＢとの連携を進
め、土地基本調査の名簿とともに
精度の向上を図ることが必要。
○平成30年調査の母集団につい
ては、事業所母集団ＤＢを最大限
活かしつつ従前の手法と併用。

ご議論・方向性等

○パネルデータについて、悉皆層
と標本部分があることの丁寧な説
明が必要。また、完全なパネルと
ならなくても法人番号による整備
は引き続き必要
○不動産登記情報の活用を引き
続き検討（中長期課題）

第３回研究会以降でご議論

「
土
地
基
本
調
査
が
抱
え
る
精
度
・
設
計
に
係
る
課
題

」
と
し
て
第
１
回
研
究
会
で
課
題
整
理

④土地基本調査結果を母集団と
した調査活用の方向性検討

○法人番号を用い
たＩＤ管理を行うこと
で一定程度の効率
化に期待

○当面は現状の調
査設計を維持
○法人番号と行政
記録情報の活用に
よる精度向上を図
る

○25年調査の推定
方法の見直しに伴
う検証、30年調査の
推定方法の検討

-
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第２回研究会までの検討課題の整理と今後の検討課題

時　　系　　列

⑥我が国の土地所有・利用状況
に係る全体の捉え方の検証

⑦登記情報などの行政記録情報
の活用に向けた検討

第３回研究会以降にご議論とした課題

「
諮
問
1
0
7
号
の
答
申

」
・

「
第
Ⅲ
期
基
本
計
画

」
及
び

「
第
３
回
研
究
会
以
降
に
ご
議
論
と
し
た
課
題

」
を
再
整
理

今後の検討課題

（平成29年12月19日）

土地基本調査の作成方法の充実

不動産登記情報の活用可能性を含め、
調査の効率的な実施に向けた検討

③世帯土地統計の精度向上
に向けた検討

○「空き地等の新たな活用に関す
る検討会」の結果も踏まえ、政策
上要請される基礎資料作成に寄
与できるように適宜対応する

「今後の課題」
第２回研究会（平成29年6月14日）

統計委員会諮問第107号の答申

平成28年予備調査において国と都道府
県の役割分担を変更し効率的に実施

課　　題 整理方針

①母集団名簿の拡充及び母集団
名簿整備の効率化・高度化

②土地所有状況（ストック）と取
得・売却状況（フロー）の構造的把
握及び取得・売却状況（フロー）調
査の位置付けの検討

③世帯土地統計の精度向上に向
けた検討

（平成26年3月25日）

土地所有状況（ストック）と取得・売却状
況（フロー）の構造的把握を検討

我が国の土地の所有及び利用
状況の全体の捉え方の検証

「統計改革の基本方針」への対応状況

（平成28年12月21日 経済財政諮問会議）

平成28年予備調査及び平成28年土地動
態調査で法人番号の記入欄を導入

統計委員会諮問第46号の答申

「'部会長メモ」

平成25年調査において「企業の土地取
得状況等に関する調査（現土地動態調

査）と本調査を統合し重複感を解消

登記情報（所有権移転登記情報）や民間
統計の活用に向けて検討

①土地基本調査の作
成方法の充実に向け
た検討

（第３回研究会以降に
ご議論とした課題を含
む）

第３回研究会（今回）

②「今後の保有等予
定」の選択肢の設定
の検討

③法人の属性を踏ま
えた集計の充実の検
討（法人が外資系か
否かでの区分による
集計）

④土地単位でのパネ
ルデータ作成の取組
の方向性に関する検
討

行政記録情報（固定資産家財台帳）の活
用の困難性について

中間年における
取得・売却状況（フロー）調査の検討

報告者負担の軽減に向けた更なる検討

第Ⅱ期基本計画

統計委員会諮問第46号の答申

（平成24年12月21日）

土地及び建物の利用状況
の選択肢の分割や新設の検討

パネルデータの作成

「今後の課題」
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土地基本調査の検討課題と今後の方向性 

第Ⅲ期基本計画（統計委員会答申）及び諮問第 107号に対する統計委員会の答申並
びに第２回までの研究会議論を踏まえた検討課題と今後の方向性は次のとおり。 

検討課題 
今後の方向性等 

資料№ 
(課題) 指摘分類 検討課題 

前回からの課題 
世帯土地統計 
の精度向上 

【今後の方向性】 
○不動産登記情報の活用の可能性の検討 
○中間年を含めた基幹統計化の可能性の検討 
○我が国の土地所有状況等に係る全体の捉え方

の検証・検討 
（背景・理由等） 
・規制改革実施計画（平成 29年６月閣議決定）
における「不動産登記情報の公開の在り方」の検

討・見直し(平成 29年度検討開始、30年度結論) 
・「住宅・土地統計調査」（総務省）との連携 
・「農林業センサス」（農水省）等、他統計で把握

される農地・林地面積等の活用の可能性 

２－１ 
 

(課題①) 

前回からの課題 
我が国の土地所有・利

用状況に係る全体の捉

え方の検証 

前回からの課題 
第Ⅲ期基本計画 

不動産登記情報 
の活用可能性検討 

第Ⅲ期基本計画 
土地基本調査 
の作成方法の充実 

諮問第 107号に対する 
統計委員会答申 

「今後の保有等予定」 
の選択肢の設定の検討 

【今後の方向性】 
○30年調査結果を検証し次回調査の調査項目を 
検討 

（背景・理由等） 
・新設、追加した調査項目の目的に沿った選択肢

となっているか 
・平成 28年予備調査結果も活用 

２－２ 
 

(課題②) 

諮問第 107号に対する 
統計委員会答申 

法人の属性を踏まえた

集計の充実の検討（法

人が外資系か否かでの

区分による集計） 

【今後の方向性】 
○事業所母集団 DB を活用した特別集計を実施
し今後の方向性を検討 
（背景・理由等） 
・平成 11年「外国企業の土地所有・利用状況に 
関する調査」を実施 

・平成 15年調査において特別集計を実施 
・両結果から 10年以上が経過しており、30年調
査結果の特別集計を行い現状を把握 

２－３ 
 

(課題③) 

諮問第 107号に対する 
統計委員会答申 

土地単位でのパネルデ

ータ作成の取組の方向

性に関する検討 
 

【今後の方向性】 
○30 年調査結果において、悉皆層（資本金１億
円以上）の法人が所有している土地についてパネ

ルデータを作成し問題点等を把握 
（背景・理由等） 
・法人ベースでのパネルデータは作成済み 
・時間と予算による制約があるため一部で実施 

２－４ 
 

(課題④) 
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土地基本調査の作成方法の充実に向けた検討 

 
  第２回研究会までの議論において今後の課題と整理した事項及び第Ⅲ期基本計

画（平成 29 年 12 月 19 日統計委員会答申）において今後５年間に講ずる具体的施

策とされた事項については以下のとおりであり、第Ⅲ期基本計画で示された「土地

基本調査の作成方法の充実」の課題の整理・検討を含めた検討課題として整理する。 
 
１ 第２回研究会までの検討課題及び第Ⅲ期基本計画 

【第２回研究会までの検討課題】 

○世帯土地統計の精度向上に向けた検討 
 平成 20 年の世帯土地統計の結果が過小推計になっている可能性があり、平成 25
年調査で推計方法の見直しを行ったが、精度に関する検証及び平成 30 年調査の調

査事項の変更を考慮し、平成 30 年基本調査の推定方法を検討。 
○我が国の土地所有・利用状況に係る全体の捉え方の検証 
 未議論 
○登記情報など行政記録情報の活用に向けた検討 
 未議論 
 
【第Ⅲ期基本計画 別表 今後５年間に講ずる具体的施策】 

○不動産登記情報の活用の可能性等を含め、法人における土地の所有・利用構造を

より的確に把握する調査を効率的に実施する方向で検討 
○土地基本調査の作成方法の充実 

具体的な措置、方策等 担当府省 実施時期 
５年ごとに実施する法人土地・建物基本調査とそ

の中間年に実施する土地動態調査について、不動産

登記情報の公開の在り方などの検討動向を注視し

つつ、不動産登記情報の活用の可能性や、フローと

ストックの情報を地域別に把握することも含め、法

人における土地の所有・利用構造を、より的確に把

握する調査を効率的に実施する方向で検討を促進

する。 

国土交通省 平 成 35 年

(2023 年)法人

土地・建物基

本調査の企画

時期までに結

論を得る。 

我が国の土地所有及び利用状況の全体像を把握

するため、土地基本調査の作成方法の充実に向け、

関係府省とも連携し、解決すべき課題を整理・検討

する。 

国土交通省 平成 30 年度

(2018 年度)か
ら実施する。 

- 
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２ 今後の検討の方向性 

第Ⅲ期基本計画にも記載されているとおり、「規制改革実施計画」（平成 29 年６

月９日閣議決定）の「不動産登記情報の公開の在り方」等の検討状況を踏まえ検討

を行うこととする。 
なお、その検討結果については、「平成 30 年度までに公表予定」とされていると

ころであり、『不動産登記情報が利用可能』という仮定のもと検討を進める。 
また、総務省が実施する「住宅・土地統計調査」結果を転写・集計する「世帯土

地統計」と国土交通省が実施する「法人土地・建物基本調査」結果を合わせて「土

地基本調査」と定義しており、平成 30 年法人土地・建物基本調査に係る統計委員

会からの指摘も踏まえ検討を行うこととする。 
  ○我が国の土地所有状況等の全体像を把握するための手法の検討 

○世帯土地統計の精度向上に向けた検討 
○不動産登記情報の活用の可能性の検討 
○法人土地・建物基本調査とその中間年に毎年実施している土地動態調査を含め

た基幹統計化の可能性の検討 
  ○統計委員会におけるパイロット的な調査研究の結果を踏まえた検討 
   
２－１ 我が国の土地所有状況等の全体像の把握 
    第２回研究会までの検討課題である「世帯土地の精度向上に向けた検討」及

び「我が国の土地所有・利用状況に係る全体の捉え方の検証」と、第Ⅲ期基本

計画で示された「土地基本調査の作成方法の充実に向けた課題の整理・検討」

については、それぞれ関連性があるものであり、相互の関連性に留意しつつ検

討を進めることとする。 
    また、検討にあたっては、法人のみならず、世帯等を含め総合的な検討が必

要であることから、関係府省とも連携し検討を行う必要がある。 
    なお、検討を進めるにあたっては、まずは全国の土地所有状況等の把握実態

がどのようになっているかの検証を行い、その結果を踏まえ課題の整理、検討

を行う。（別紙１「我が国の土地所有状況等の全体像の把握手法の検討」参照） 
 
２－２ 不動産登記情報の活用及び中間年を含めた基幹統計化 
    不動産登記情報が利用可能となれば、「所有権移転登記情報」を活用し、法人

土地・建物基本調査実施年以外の中間年に実施している土地動態調査で把握し

ている土地の取得・売却状況（フロー）を把握することが可能と考えられ、調

査の効率的な実施、報告者負担の軽減につながるものと考えられる。 
    また、中間年を含めて基幹統計化することで、土地に関する統計の整備が図

られるとともに、回収率の向上にもつながると考えられる（別紙２「不動産登

記情報が利用可能となった場合の法人土地・建物基本調査等の基幹統計化のイ

メージ」参照。）。 
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    なお、基幹統計化の検討を進めるにあたり、当面の対応として、法人土地・

建物基本調査実施年以外の中間年に実施している「土地動態調査」と「土地保

有移動調査」（共に一般統計調査）の統合による調査の効率的な実施について、

検討を進めることも必要と考えられる。 
 
２－３ 統計委員会におけるパイロット的な調査研究の結果を踏まえた検討 
    平成 30 年法人土地・建物基本調査の統計委員会答申の際、サービス統計・

企業統計部会の部会長メモにおいて、「統計委員会におけるパイロット的な調

査研究を踏まえ具体的な取組を進めていくことが効果的かつ現実的」との指摘

がなされ、統計委員会からも同様の取組の方向性が示された。 
現段階において取組の具体的な方向性は示されていないが、全体の検討を進

めるにあたっては、当該調査研究の検討状況も踏まえつつ検討を進めることも

必要と考えられる。 
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我が国の土地所有状況等の全体像の把握手法の検討 

 
１ 現状 
（１）土地基本調査における我が国の土地所有状況等の全体像把握フレーム 

   土地基本調査は、平成５年に「土地基本調査（法人調査、世帯調査）」（承認統

計）として第 1 回目の調査を実施した後、平成 10 年調査（第 2 回）においては、

法人については「法人土地基本調査」（指定統計）及び付帯調査として「法人建

物調査」（承認統計）として実施し、世帯（土地）については「住宅・土地建物

調査」（総務省）の結果を転写・集計した「世帯土地統計」として整理されとこ

ろであり、土地に関する統計としての土地所有状況の全体像把握フレームは下図

のとおりである。 
   なお、土地の所有状況は、法人、世帯は前述のとおり、「法人土地基本調査」

の実施及び「住宅・土地統計調査」結果の転写・集計により把握し、国・地方公

共団体は、「国有財産統計（財務省）」、「公共施設状況調（総務省）」等により把

握することにより、法人、世帯については「土地基本調査報告書」で公表すると

ともに、国・地方公共団体については「土地所有・利用概況調査報告書」に掲載

して公表しているところである。 
 
 

図 土地所有状況等の全体像把握フレーム 
     
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 宅地など 農地

 
林地 

法人

国・公有地 

法人土地・建物基本調査（法人土地基本調査）

土地所有・利用概況調査（行政記録から作成）

世帯
世帯土地統計（住宅・土地統計調査（総務省）） 

と 土 地 基 本 調 査 
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（２）土地基本調査における土地所有状況の把握の状況 

   「平成 25 年土地基本調査」結果をみると、法人が所有する土地面積は 2.6 万

㎢、世帯が所有する土地面積は 11.6 万㎢で、法人、世帯の合計面積は 14.2 万㎢

である。また、これに「土地所有・利用概況調査」による国公有地 10.6 ㎢（道

路・水路等を除く）、道路・水路等 2.7 万㎢を加えた全体の面積は 27.5 万㎢とな

っている。 
    なお、国土全体の面積は 37.8 万㎢（北方領土を含む）である。 
 

表 平成 25 年土地基本調査結果（確報） 
                          単位：万㏊ 

 総数 宅地など 農地 林地 
法人・世帯 1,424 216 429 779 

  法 人 261 102 12 146 
  世 帯 1,164 114 417 633 

 
（３）他統計情報等を用いた全体像の推計状況 

「平成 25 年土地基本調査総合報告書」では、土地基本調査結果とは別に、各

種統計情報等を収集・整理して全体像の推計を行った。 
 

表 平成 25 年土地基本調査総合報告書における全体像の整理結果 
単位：万 ha 

 総数 宅地など 農地 林地 水路・道路等 
総数 3,780 445 504 2,560 271 
法人・世帯 2,292 322 503 1,467 － 
 法人 350 96 13 241 － 
 世帯 1,942 226 490 1,226 － 
国有地 877 16 0 861 － 
公有地 315 82 1 232 － 
水路・道路等 271 － － － 271 

  

※１：「宅地など」及び「農地」は、「固定資産の価格等の概要調書」（総務省）の概ね該当する

地目（課税地のみ）をもとに、法人・世帯別シェア（法定免税点以上のみ）で按分推計。 
※２：「林地」は、農林業センサス農山村地域調査における法人・世帯が所有する林野面積をも

とに、「固定資産の価格等の概要調書」の法人・世帯別シェア（法定免税点以上の課税地の

み）で按分推計。 
※３：「国・公有地」は、「国有財産増減及び現在額総計算書」（財務省）、「公共施設状況調査」

（総務省）をもとに概ね該当する地目分を抽出。 
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２ 世帯部門の精度向上に向けた検討 

（１）推計の前提となる条件整理 

住宅・土地統計調査における条件整理 

平成 20 年調査 平成 25 年調査 

○調査票甲では、現住居以外の土地

の所有状況等について調査してい

ない 

 

 

○調査票乙では「V この住居以外の

住宅・土地の所有について」、所有す

るすべての土地について調査してい

る 

○調査票甲に「V 現住居以外の土地

の所有について」の調査項目を追

加（所有の有無と土地の種類を把

握） 

 

○調査票乙では「Vこの住居以外の

住宅・土地の所有について」、所有

面積の大きい順に、 

・現住居以外の宅地などは３区画

まで 

・農地・山林は２市区町村まで 

調査している 

（４区画以降、３市区町村以降は記

入省略） 

 

（２）平成 25 年調査における推計手法 

   平成 20 年調査までは「調査票乙のみで集計」を行っていたが、平成 20 年調査

結果において、世帯の土地所有世帯数、面積等が過小推計になっている可能性が

判明したため、平成 25 年調査における推計は、（１）の条件の差異に鑑み、「調

査票甲・乙の両方を用いた集計」の結果数値に整合するように調整した乗率によ

り比推定を実施した。 

   具体的には、結果の推定は、表章地域ごとに、平成 25 年住宅・土地統計調査

調査単位区別の調査結果に、その調査単位区内の調査対象住戸の抽出率の逆数

（調査単位区内総住戸数／調査単位区内調査住戸数）、標本調査区を分割して調

査単位区とした場合は、その分割数及びその調査単位区を含む標本調査区に適用

された抽出率の逆数の積を乗じて合算し、加えて調査票甲及び乙に共通した調査

事項で集計した結果における土地所有世帯数と一致するように補正の比率を乗

じた。 

 

（３）検証状況 

   推定結果の標準誤差や偏りなどについては、ブートストラップ法による推定を

試みた。その結果、調査票甲の対象となる調査単位区の選び方によっては、変動、

偏りが大きくなる傾向がみられる。また、面積の大きい順に記入することから、

宅地などの１件当たり平均所有面積が過大になる傾向があるが、平成 20 年調査の

分布から推測する限りでは、その影響は小さい。 
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一方で、現住居以外の農地、山林の所有総数については、平成 25 年調査では農

地と山林を合わせて所有総数（市区町村数）を調べていたが、平成 30 年調査では

農地と山林を別々に回答するように変更することになった。 

これら現住居以外の土地については、平成 30 年住宅・土地統計調査の結果を踏

まえて、平成 30 年世帯土地統計における、さらなる改善策について、平成 31 年

度中には結論を得たい。 

なお、近年は、「所有者の把握が困難な土地」の増加が指摘されているところで

あり、こうした土地は、所有者においてもその事実を認識できていない可能性が

あるため、そもそも所有者が所有していることを認識できていないことによる過

小申告のバイアスがある可能性も考えられる。これらは、法改正や制度とも関連

があり、統計調査としての対応には限りがあることに留意する必要がある。 
 

   

３ 把握手法の検討方向 
（１）ベンチマーク情報の整備・検証 

   我が国の土地所有状況等の全体像の把握の検討にあたっては、ベンチマーク情

報を整備し、その情報をもとに検討を行うことが考えられる。 
前述１（３）の全体像の推計方法による推計値がベンチマーク情報として考え

られるが、その推計にあたっても以下のような課題がある。 
① 林地については、「農林業センサス農山村地域調査」における林野面積をもと

に、「固定資産の価格等の概要調書」の法人・世帯別シェア（法定免税点以上

の課税地のみ）で按分推計（法定免税点以上の課税地のカバレッジが５割程度

しかない（保安林等の非課税地が多い））。 
また、「農林業センサス農山村地域調査」における林地の所有概念（分収林等

の扱い）がどの程度整合しているかの確認が必要。 
② 「宅地など」、「農地」については、法人・世帯所有面積の合計として「固定資

産の価格等の概要調書」を用いて推計(これには非課税地が含まれていない。)。 
法人・世帯別の按分においては、法定免税点以上のもののシェアを用いている

（課税地のうち、法定免税点未満の「宅地など」、「農地」は１割程度存在）。 
③ 道路・水路等については、所有主体別（法人、世帯、国・地方公共団体別）に

把握できていない。 
④ 地目の対応関係の精度の検証が必要。 

 
（２）法人・世帯それぞれに係る調査の見直し・検証 

ア 世帯においては、世帯が土地を所有していることを認識できていないことに

よる過小申告バイアスがある可能性があり、これを解消する調査（例えば、不

動産登記、森林資源台帳、農林業センサス名簿等の活用）の見直しの検討が必

要と考えられる。 
  イ 法人においては、土地の所有を認識できていない可能性は低いと考えられる
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が、固定資産税台帳からの転記により本調査に記入している場合は、非課税地

の申告漏れが発生する可能性があり、こうした可能性の検証、対応策の検討が

必要と考えられる。 
また、法人については、統計上の事業所の概念に合致しない法人（ペーパー

カンパニー等）が母集団情報に含まれていないと、所有土地の捕捉漏れが発生

するため、「事業所母集団データベース」の整備との連携等が必要である。 
 
（３）不動産登記情報の活用 

「規制改革実施計画」（平成 29 年６月９日閣議決定）の「不動産登記情報の公

開の在り方」等の検討状況を踏まえ、不動産情報を用いた土地の所有状況等の全

体像把握の可能性について検討を行う必要がある。 



 資料２－１ 別紙２  

不動産登記情報が利用可能となった場合の 
法人土地・建物基本調査等の基幹統計化のイメージ 

 
１ 現状 

 
 ○５年ごとに「法人土地・建物基本調査」を実施 
 ○「法人土地・建物基本調査」を実施しない中間年に毎年「土地動態調査」を実施 
○毎年「土地保有移動調査」を実施 

 
２ 基幹統計化イメージ 

 
 ○「土地動態調査」及び「土地保有移動調査」を「法人土地・建物基本調査」の一

部として基幹統計化 
 ○中間年は「所有権移転登記情報」を活用し、プレプリント精度向上及び調査項目

の軽減を図ることが可能 

所有権移転登記情報
から１万取引を抽出
（都道府県別）

所有権移転登記情報
から１万取引を抽出
（都道府県別）

所有権移転登記情報
から１万取引を抽出
（都道府県別）

所有権移転登記情報
から１万取引を抽出
（都道府県別）

所有権移転登記情報
から１万取引を抽出
（都道府県別）

土地保有移動調査
（土地取引の実態調査）

所有権移転登記情報
から１万取引を抽出
（都道府県別）

（X3年） （X4年） （X5年） （X6年）

土地動態調査
法人土地・建物
基本調査

調査客体区分
所有（ストック）
／売買（フロー）

基準年 中間年 中間年 中間年 中間年 基準年

（X1年） （X2年）

法人土地・建物
基本調査

土地動態調査 土地動態調査 土地動態調査

（全数調査）

売買（フロー）
都道府県別 全国 全国 全国 全国 都道府県別
（全数調査） （標本調査） （標本調査） （標本調査）

所有（ストック）
区画別 都道府県別 都道府県別 都道府県別 都道府県別 区画別

（全数調査） （標本調査） （標本調査） （標本調査） （標本調査）

（標本調査） （全数調査）

上記以外
の法人

所有（ストック）
区画別

- - - -
区画別

（標本調査） （標本調査）

資本金
１億円以上の
会社法人

-
区画別

（標本調査） （標本調査）
売買（フロー）

区画別
- - -

（土地動態部分） （土地動態部分） （土地動態部分）（土地動態部分）

（
土

地

保

有

部

分

）

（所有権移転登記） （所有権移転登記）

上記以外
の法人

所有（ストック）
区画別

- - - -
（標本調査）

売買（フロー）
区画別

- - - -
（標本調査）

資本金
１億円以上の
会社法人

所有（ストック）
区画別 区画別 区画別 区画別 区画別

（全数調査） （基準年+フロー） （基準年+フロー） （基準年+フロー） （基準年+フロー）

売買（フロー）
都道府県別 区画別 区画別 区画別 区画別
（全数調査） （所有権移転登記） （所有権移転登記）

法人土地・建物
基本調査

調査客体区分
所有（ストック）
／売買（フロー）

基準年 中間年 中間年 中間年 中間年

（X1年） （X2年） （X3年） （X4年） （X5年）
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「今後の保有等予定」の選択肢の検討 

 
１ 経緯 

  平成 30 年法人土地・建物基本調査の統計委員会答申において、今回の調査で新

設した『土地に係る「土地の今後の保有等予定」』の選択肢の設定が「今後の課題」

として指摘されたことから、以下の検討方向に基づき検討を行うこととする。 
 
 諮問 107 号に対する統計委員会答申 

４ 今後の課題 
（１）土地の「今後の保有等予定」の選択肢の設定について 

本調査の調査事項のうち、土地に係る「今後の保有等予定」については、今回の

調査結果及び関連項目である「転換予定」の調査結果並びにこれらの事項を用いた

分析状況を踏まえ、５年で区切る必要性や、売却について検討していない場合の対

応等、選択肢の適切な設定について、次回調査（平成 35 年予定）の企画時期まで

に検討し、結論を得ること。 
 

「平成３０年法人土地・建物基本調査 調査票 A」（抜粋） 
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２ 今後の検討方向 

 

２－１ 今後の対応方向 
    今回の調査結果を検証し、選択肢の適正な設定について検討する。 

なお、その他の新設・追加事項（「低・未利用地の５年前の利用状況」及び「低・

未利用地の転換予定」）についても、今後の保有等予定と同様に検討を行うこと

とする。 
 
２－２ 「今後の保有等予定」の設定目的及び平成 28 年予備調査結果 
    本項目は、企業等が所有する個々の土地の保有・売却予定を調査し、個々の

土地の面積規模、利用現況、所有する企業等の資本金規模、業種等とのクロス

集計を行い、土地・企業属性別の傾向を把握することを目的として設定したも

のである。 
    なお、本項目に係る分析事例（イメージ）として、平成 28 年予備調査結果

を用いた結果は次のとおり（一例）。 
 

【 面積規模別「保有等予定」割合 】 

 
     

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

200㎡未満

200～500㎡未満

500～1000㎡未満

1000～2000㎡未満

2000㎡以上

今後５ 年以上保有する予定である 今後５ 年以内に売却等を予定している 既に売却が決まっている
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法人の属性を踏まえた集計の充実の検討 

 
１ 経緯 

  平成 30 年法人土地・建物基本調査の統計委員会答申において、法人の属性を踏

まえた集計の充実（法人が外資系か否かの区分による集計）が「今後の課題」とし

て指摘されたことから、以下の検討方向に基づき検討を行うこととする。 
 
 諮問 107 号に対する統計委員会答申 

４ 今後の課題 
（２）法人の属性を踏まえた集計の充実について 
調査対象である法人が外資系か否かの区分で集計することについて、利用ニーズ

を踏まえつつ、調査事項の更なる追加、又は、法人番号を利用したデータ・リンケ

ージの活用等を、次回調査（平成 35 年予定）の企画時期までに検討し、結論を得

ること。 
 
 
２ 今後の検討方向 

 

２－１ 今後の対応方向 
    平成 30 年調査結果の特別集計（法人が外資系か否かの区分で集計）を実施

し、今後の方向性を検討する。 
 
２－２ 過去の取り組み概要 
 （１）平成 11 年度に「外国企業の土地所有・利用状況に関する調査」（（財）土地

総合研究所へ委託）を実施し、その結果を平成 10 年土地基本調査総合報告書

へ掲載。 

 
    ➢外資系企業の所有する面積割合は 0.2% 
    ➢本邦法人と比べると外国企業の所有する面積は著しく少ない 
    
 
 
 
 

本邦法人 22,223,346 千㎡

（うち外資系企業） （45,226 千㎡）

外国企業 50 千㎡

本邦／外国 所有面積
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（２）平成 15 年法人土地・建物基本調査結果について、事業所企業統計の調査結果

を踏まえた特別集計を実施し、その結果を平成 15 年土地基本調査総合報告書

へ掲載。 

 
    ➢外資系企業が占める法人数割合は 0.17% 
    ➢外資系企業の所有する面積割合は 0.48% 
 

特別集計の結果として、外資系企業の土地所有動向は「経済活動のグロー

バル化、ボーダレス化を背景とした資本構成の変化に伴うもので、日本国外

の主体による日本の土地に関する意識・支配力の変化を反映しているとは言

えない。」と分析したところであり、その後は当該特別集計を実施していない。 
しかしながら、以前の特別集計から 10 年以上が経過しており、動向の変化

も想定されることから、今回、特別集計を実施することとし、特別集計結果を

もとに今後の方向性を検討する。 

本邦法人 1,859,720 法人 22,423 ㎢

（うち外資系企業） （3,176 法人） （107 ㎢）

本邦／外国 法人数 所有面積
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土地単位でのパネルデータ作成の検討 

 
１ 経緯 

平成 30 年法人土地・建物基本調査の統計委員会答申において、土地単位でのパ

ネルデータの作成が「今後の課題」として指摘されたことから、以下の検討方向に

基づき検討を行うこととする。 
 
諮問 107 号に対する統計委員会答申 

４ 今後の課題 
（３）土地単位でのパネルデータの作成について 
土地単位でのパネルデータの作成について、今回調査の結果も活用し、その技術

的課題を明確化した上で、追加的に必要とされる行政記録情報等の収集方法も含め

て検討し、次回調査（平成 35 年予定）の企画時期までに、取組の方向性に関する

一定の結論を得ること。 
 
 
２ 今後の検討方向 

 
２－１ 土地単位でのパネルデータ作成の目的 

低・未利用地の増加、土地の有効利用促進が課題となっており、土地の利用形態が

どのように変わっているのか、同じ土地が、例えば宅地になったり、工業用地、商業

用地へ転換されているというようなことについて、その動向を分析する。 
 

 注：ここでいう「土地単位でのパネルデータ」は、これまで作成してきた法人単位

のパネルデータと異なり、特定の土地に着目し、土地の利用形態等の変化を時系

列的に把握するもの（定点調査）と位置づけられる。 
なお、統計委員会答申における今後の課題において、当該データを「土地単位

でのパネルデータ」と記載しており、本資料における記述についても、同記述を

用いている。 
 
２－２ 現行調査の課題 
（１） 調査の単位、土地を同定する位置情報 
法人が所有する宅地など、世帯が所有する現住居敷地は、区画単位で調査しており、

調査回ごとの調査結果を土地区画単位で接続できる可能性が高い。ただし、法人の宅

地などは地番で、世帯の現住居敷地は調査単位区図で同定する必要があり、実務面で

の接続手順は検討が必要である。 
その他の土地は、市区町村等単位での合計面積等のみの把握となっており、土地区

画ごとの取引や利用状況の変化を把握することはできない。  
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表 調査の単位、位置情報を同定する位置情報 
所有者・土地の種類 調査の単位 土地を同定する位置情報 

法人 
宅地など 

 
区画 

 
地番※ 

農地・林地 市区町村 市区町村コード 
特殊な用途の土地 都道府県 都道府県コード 

世帯 
現住居敷地 

 
住戸 

 
調査単位区図 

現住居敷地以外の宅地など 区画（３区画まで） 市区町村コード 
農地・山林 市区町村（２市区町村まで） 市区町村コード 

国有 市区町村、一部は口座（区画） 市区町村コード、一部は地番 
地方公共団体所有 都道府県・市区町村 都道府県・市区町村コード 
※平成 20 年調査までは丁目・大字までを調査。平成 25 年調査において地番までの把握に変更。

この変更に伴い、土地区画ではなく筆単位で回答する法人が発生。審査段階で土地区画単 
位にまとめる作業を行ったが、必ずしも平成 20 年調査の記入単位とは一致していない。 
なお、本調査では、前回から継続して調査する法人（標本層を含む。分割合併等があった 
ものを除く。）については、前回調査結果をプレプリントしているが、平成 30 年調査では 
平成 25 年調査で記入のあった土地番号を引き継ぐこととし、接続可能性を高める。 

 
（２） 標本設計 
法人調査・世帯調査ともに、所有者を調査客体とする属人調査となっている。調査

対象に指定した法人・世帯が所有する土地は基本的には全数を調査している1が、調査

対象の指定は、資本金規模・所有規模が大きい一部の法人（悉皆層）を除き標本調査

となっている。 
そのため、悉皆層における継続所有や悉皆層内の取引を除き、調査回ごとの調査結

果を接続できる可能性は低い。 
表 調査結果の接続の可能性 

 
                                                   
1 世帯が所有する現住居以外の土地は全数ではない 

悉皆層

悉皆層 ○（◎） △ △ （○）

△ △ △ △

△ △ △ △

（○） △ △ △

（◎）悉皆層の法人が継続して所有する（取引なし）土地は従前・従後の接続可能性が高い

　○　悉皆層の法人同士の取引は接続可能性が高い

（○）国有の一部は悉皆調査で地番まで把握しており、接続可能性が高い

　△　上記以外の継続して所有する土地・取引のあった土地は、接続可能性が低い

世帯

国・地方公共団体

　　　　　　取得

　処分
世帯

国・地方公

共団体
法人

法人
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２－３ 現行調査の検証 
（１）平成 30 年土地基本調査及び土地保有移動調査等を用いた分析 
 平成 30 年法人・土地建物基本調査では、５年前から継続して所有している土地に

ついて「５年前の利用状況」を調査することとしている。また、土地保有移動調査で

は、所有権移転登記のあった土地を対象として、前後の所有者（法人、世帯、国・地

方公共団体）、利用状況等（法人・世帯のみ）を調査している。 
 これらの結果を用いて、平成 25 年から平成 30 年にかけての土地の取引・利用状況

を分析し、前後の所有者・土地の種類別のボリュームを概観する。 
 
（２）平成 30 年土地基本調査結果を用いたパネルデータ作成の試行 

法人・世帯が所有する「宅地など」を対象として、平成 25 年調査結果との土地

区画単位のパネルデータ作成を試行し、前述２－２（２）で整理した各セルの接

続可能性を検証する。 
 
２－４ 平成 35 年調査以降の設計に向けた検討 
（１）現状の調査設計を前提とした改善案の検討 
上記２－３の検証結果を踏まえ、２－２で整理した課題について対応策を検討する。 

 所有する法人・世帯及び法人・世帯が所有する土地の抽出方法の見直し 
 土地の調査の単位・土地を同定する位置情報の見直し 
 国・地方公共団体が所有する土地の把握方法（行政記録情報の活用方法）の見

直し 
 

（２）不動産登記情報を用いた調査設計の検討 
土地単位でのパネルデータの作成にあたっては、土地の母集団情報である不動産登

記情報を活用することが望まれる。不動産登記情報を用いて土地を対象（属地調査）

として標本調査とする場合、現行の土地保有移動調査と類似の設計となるため、土地

基本調査が担ってきた土地の所有（ストック）に関する調査と取引（フロー）の調査

体系の見直し検討も必要と考えられる。 
また、上記に加えて、以下のような技術的検討を行う必要と考えられる。 

 不動産登記情報における個々の土地を同定する情報の在り方等を把握し、土地

基本調査における土地 ID の管理方法についての検討。 
 取引（所有権移転登記）がなく、土地の利用状況のみの変化がある場合につい

て、どのように標本を抽出するかの検討。 
 不動産登記情報において、法人については法人番号が収録されているが、世帯

については現時点で個人番号が収録されていないため、所有者で名寄せしたス

トックに関する母集団情報を整備することは難しい。 
 



業務内容

１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月11月12月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 ８月 ９月
10月
　～

10月
　～

３月

研究会

● ● ● ● ● ●

都道府県担
当者会議

● ● ●

統計委員会
◆ ◆

本調査

● ● ★ ● ●

資料 ３

平成30年度 平成32年度

平成30年土地基本調査のスケジュール

平成28年度 平成31年度平成29年度

第２回 第４回第１

諮問 答申

承認

調査（７月～９月）

調査告示

調査規則

公布・施行

調査規則

改正原案

パブコメ

第５回 第６回

確報集計公表

（32年９月）

・H30調査の承認申請

・統計委員会等の指摘事項の回答

・調査見直し

・第Ⅲ期基本計画、統計

委員会答申

・調査見直し
・進め方

・予備調査結果

・調査見直し

予

備

調

査

の

実

施

調査の準備

次
回
本
調
査
の
企
画･

設
計

本調査の実施

・調査関係資料の作成・発送

・コールセンターの設置

・調査票の回収

・データ入力・審査（法人）

・督促、疑義照会 等

本調査の準備

・母集団名簿整備

・標本抽出

・調査関連資料の整備

・システム開発

・広報用資料作成 等

調査の実施

取りまとめ

・世帯ﾃﾞｰﾀ入力審査

・結果の集計・製表

・推定手法の検証

・精度の検証

・詳細分析 等

調査結果の公表

速報公表

確
報
公
表

予 備 調 査

の企画設計

申請

第３回

速報集計公表

・30年調査の実施状況

・調査見直し



項目 答申案の概要

１　計画の変更
（１）調査票の構成の
変更

○ 従前、調査票Ａに含まれていた「特殊な
用途の土地」に関する調査事項につい
て、調査票Ｂとして分割する。それに伴
い、従前の調査票Ｂを調査票Ｃとする。

・適当と整理
（正確な報告の確保と無用の報告者負担の発生の抑制
に寄与）

① 調査事項の新設
（「法人番号」を新設、土地について「今
後の保有等予定」、「５年前の利用現
況」、「転換予定」を新設）

② 調査事項の変更
（「土地の利用現況」及び「建物の利用現
況」の選択肢に「医療施設・福祉施設」を
追加、特殊な用途の土地に「水路用地」
を追加等）

（３）集計事項の変更 ○ 調査事項の変更等に伴い、集計事項を
見直す。

・適当と整理
（調査事項の変更を踏まえたもの）

◆ただし、調査対象となる法人が外資系か否かの区分
で集計する必要性について、今後検討する必要がある
ことを指摘

⇒【今後の課題➋】

① 土地及び建物の利用状況の選択肢の分
割や新設

・適当と整理
（調査事項の変更の中で審議）

② パネルデータの作成 ・パネルデータを法人単位で作成してきたこれまでの対
応を評価。

◆ただし、土地単位のパネルデータの作成について検
討する必要があることを指摘

⇒【今後の課題➌】

・今後のオンライン調査の進展に期待

《今後の課題》 ➊本調査の調査事項のうち、土地に係る「今後の保有等予定」については、今回の調査結果及び関連
項目である「転換予定」の調査結果並びにこれらの事項を用いた分析状況を踏まえ、５年で区切る必要
性や、売却について検討していない場合の対応等、選択肢の適切な設定について、次回調査（平成
35年（2023年）予定）の企画時期までに検討し、結論を得ること。

➋調査対象である法人が外資系か否かの区分で集計することについて、利用ニーズを踏まえつつ、調
査事項の更なる追加、又は、法人番号を利用したデータ・リンケージの活用等を、次回調査（平成35年
（2023年）予定）の企画時期までに検討し、結論を得ること。

➌土地単位でのパネルデータの作成について、今回調査の結果も活用し、その技術的課題を明確化
した上で、追加的に必要とされる行政記録情報等の収集方法も含めて検討し、次回調査（平成35年
（2023年）予定）の企画時期までに、取組の方向性に関する一定の結論を得ること。

（２）調査事項の変更

法人土地・建物基本調査の答申案の概要

変更内容等

３　オンライン調査の推進

・おおむね適当と整理
（行政ニーズを踏まえたもの）

◆ただし、　「（土地の）今後の保有等予定」の選択肢の
設定の妥当性や改善の余地について再検討すべきこと
を指摘

⇒【今後の課題❶】

２　前回答申における
課題への対応状況

※統計委員会答申
（平成24年12月）
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諮問第107号の答申 

法人土地・建物基本調査の変更について（案） 

本委員会は、諮問第107号による法人土地・建物基本調査の変更（平成30年度に実施する調査

に係る変更）について審議した結果、下記のとおり結論を得たので、答申する。 

記 

１ 本調査計画の変更 

（１）承認の適否

平成29年９月29日付け国総情建第118号により国土交通大臣から申請された「基幹統計調

査の変更について（申請）」（以下「本申請」という。）について審議した結果、以下の

とおり、統計法（平成19年法律第53号）第10条各号の各要件のいずれにも適合しているた

め、「法人土地・建物基本調査」（基幹統計調査。以下「本調査」という。）の変更を承

認して差し支えない。 

（２）理由等

ア 調査票の構成の変更

本申請では、表１のとおり、従前、調査票Ａに含まれていた「特殊な用途の土地の所在

地、用途等」の部分について、調査票Ｂとして分割し、それに伴い、従前の調査票Ｂを調

査票Ｃとする計画である。 

 表１ 

この「特殊な用途の土地の所在地、用途等」については、本来、特定の産業分野におけ

る特定の用途の土地を把握することを目的としていたものであるが、調査票Ａの項目の一

部として実施した前回調査においては、報告の対象外である土地について回答がなされる

等の記入誤りが多く発生し、効率的な審査・集計業務に支障が生じるとともに、報告者に

追加の負担をかけることとなった。そこで、今回、調査票を明確に分離し、本来回答を求

めるべき報告者への配り分けを行い、実態の正確な把握に努めるとともに、無用の報告者

負担の発生を抑制しようとするものであり、適当である。 

変 更 案 現 行 

【調査票Ａ】 

・土地の所有及び利用状況、農地、林地

の所有状況等

【調査票Ａ】 

・土地の所有及び利用状況、農地、林地

の所有状況等

・建物の所有及び利用状況等 ・特殊な用途の土地の所在地、用途等

【調査票Ｂ】 

・特殊な用途の土地の所在地、用途等

・建物の所有及び利用状況等

【調査票Ｃ】 

・土地の取得、売却の状況

【調査票Ｂ】 

・土地の取得、売却の状況
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イ 報告を求める事項の変更

本申請では、報告を求める事項（以下「調査事項」という。）について、表２のとおり、

変更する計画である。 

表２
変 更 案 現 行 

調査票Ａ 調査票Ａ 

１ 法人の名称及び法人番号 １ 法人の名称 

14 土地の取得時期・今後の保有等予定 

今後の保有等予定 

13 土地の取得時期 

（新設） 

15 土地の利用現況 

利用現況 

５年前の利用状況 

転換予定 

15 土地の利用現況 

（新設） 

（新設） 

28 建物の利用現況 33 建物の利用現況 

調査票Ｂ 調査票Ａ 

２ 土地の用途 23  土地の用途 

（注）上記以外に、土地の所有状況及び建物の所有状況に係る調査事項の統合や取得時期の選択肢等を見直す。 

１ 今後５年以上保有する予定である 

２ 今後５年以内に売却等を予定している 

３ 既に売却が決まっている 

1.概ね１年以内に転換を予定している

2.概ね５年以内に転換を予定している

3.転換を予定しているが５年以上は要す

る

4.転換を予定しているが時期は決めてい

ない

5.転換の予定はない

平成 25 年１月１日時点の利用状況を選択

肢 1～23 から選択 

【建物】 

１ 事務所 

２ 店舗 

３ 工場 

４ 倉庫 

（略） 

11  医療施設・福祉施設 

12  ビル型駐車場 

13  その他の建物 

【建物以外】 

（略） 

【利用していない】 

（略） 

【建物】 

１ 事務所 

２ 店舗 

３ 工場・倉庫 

（略） 

11  その他の建物 

【建物以外】 

（略） 

【利用していない】 

（略） 

１ 事務所 

（略） 

10  医療施設・福祉施設 

（略） 

13  利用できない建物（廃屋等） 

１ 事務所 

（略） 

12  利用できない建物（廃屋等） 

1  電気業における送配電施設用地 

（略） 

11 道路用地（未供用用地） 

12 水路用地 

1  電気業における送配電施設用地 

（略） 

11 道路用地（未供用用地） 
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これらについては、行政上のニーズを踏まえたものであり、おおむね適当と考える

が、土地に係る「今後の保有等予定」の選択肢の設定については、①５年で区切るこ

との必要性が土地の流動性を把握するという目的からみて不明確、②売却・保有の計

画が定められていない場合の選択肢が必要との懸念がある。 

この選択肢の設定に当たっては、事前に実施した予備的な調査（一般統計調査）の

結果を踏まえたものとされているが、予備的な調査での本調査事項の回答の多くが

「今後、５年以上保有する予定である」であり、今回の審議において示された懸念を

払拭するには至らなかった。 

ついては、今回調査の結果も踏まえ、改めて設定の妥当性や改善の余地について再

検討すべきことを指摘する。 

ウ 集計事項の変更

本申請では、前記イの調査事項の変更に伴い、集計事項についても見直しを行うことと

している。 

これについては、調査事項の変更を踏まえた適切な変更となっていることから、適当で

あるが、調査対象となる法人が外資系か否かの区分で集計する必要性について、今後、検

討する必要があることを指摘する。 

２ 統計委員会諮問第46号の答申（平成24年12月21日付け府統委第114号）で示された「今後

の課題」への対応状況について 

本調査については、統計委員会の諮問第46号の答申において、 

① 土地及び建物の利用状況の選択肢の分割や新設について、平成25年の調査結果を踏ま

え、次回調査計画（平成30年）の企画時期までに結論を得ること、 

② 平成25年の調査結果を踏まえ、パネルデータの政策への活用やパネルデータ分析の手

法（土地ベースでの分析や法人の倒産・廃業、新設等における土地の移動に着目した分

析等）について、パネルデータの作成及びそれに基づく分析に知見を有する専門家から

意見を聞くなどにより、次回調査計画（平成30年）の企画時期までに結論を得ること 

の２点について、今後の課題として指摘されている。 

このうち、①の対応については、国土交通省は、平成25年調査の結果や行政上のニーズを

踏まえつつ、今回の計画変更を予定しており、前記１（２）イに記載のとおり、課題（後記

４（１）参照）はあるものの、おおむね適当と考える。 

また、②の対応については、前回の本調査（平成25年度実施）のデータ及び本調査が実

施されない中間年において実施された平成26年以降の「土地動態調査」（国土交通省が実

施する一般統計調査）のデータを用いて、法人単位のパネルデータが作成され、各種分析

への利用が進められていることは評価できる。一方で、本調査が土地に着目した調査であ

ることを踏まえれば、土地単位のパネルデータの作成について検討する必要があることを

指摘する。 
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３ オンライン調査の推進 

オンライン調査については、公的統計の整備に関する基本的な計画（平成26年３月25日閣

議決定）において、「統計調査の実施計画を企画する際、オンライン調査を導入していない

調査は導入の適否を検討する」旨が示されているなど、その推進に取り組むことが求められ

ている。 

本調査では、従前からオンラインによる回答も可能となっているが、その利用率は約２％

と低調となっている。この要因としては、オンライン回答におけるデータ量の制約といった

ことも考えられ、やむを得ない面もある。一方、法人が組織内で管理している形式のデータ

を電磁的記録媒体に格納した上で郵送提出することも許容することにより、調査票の様式に

合わせて記入又は入力する負担を軽減するなど、オンライン回答に準じる取組も行われてい

るところである。 

今回調査において、国土交通省は、オンライン回答の利便性の向上を図るとともに、エク

セル形式での提出も可能とする等の対応を講じることとしているものの、報告者の記入負担

の抑制は、統計調査の実施に当たり重要であることから、今後とも、オンライン回答率の向

上に努めることを期待する。 

４ 今後の課題 

（１）土地の「今後の保有等予定」の選択肢の設定について

本調査の調査事項のうち、土地に係る「今後の保有等予定」については、今回の調査

結果及び関連項目である「転換予定」の調査結果並びにこれらの事項を用いた分析状況

を踏まえ、５年で区切る必要性や、売却について検討していない場合の対応等、選択肢

の適切な設定について、次回調査（平成35年（2023年）予定）の企画時期までに検討し、

結論を得ること。 

（２）法人の属性を踏まえた集計の充実について

調査対象である法人が外資系か否かの区分で集計することについて、利用ニーズを踏

まえつつ、調査事項の更なる追加、又は、法人番号を利用したデータ・リンケージの活

用等を、次回調査（平成35年（2023年）予定）の企画時期までに検討し、結論を得るこ

と。 

（３）土地単位でのパネルデータの作成について

土地単位でのパネルデータの作成について、今回調査の結果も活用し、その技術的課

題を明確化した上で、追加的に必要とされる行政記録情報等の収集方法も含めて検討し、

次回調査（平成35年（2023年）予定）の企画時期までに、取組の方向性に関する一定の

結論を得ること。 
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法人土地・建物基本調査の変更に係る審議を踏まえたメモ 

‐我が国の土地の網羅的な把握に向けて‐ 

１ 今回の「法人土地・建物基本調査」（以下「本調査」といいます。）に関する変更審議で

は、関連して、次期の「公的統計の整備に関する基本的な計画」（以下「基本計画」という。）

における検討課題の一つである「我が国の土地所有及び利用状況の全体像を把握するため

の統計整備」についても、これまでの国土交通省における取組状況を確認した上、今後の

取組にむけた留意点等について意見交換を行ったところです。 

この概要については、基本計画部会経済統計ワーキンググループや統計委員会に情報提

供・御報告させていただきましたが、統計委員会における御意見も踏まえ、改めて今後の

取組の方向性等を再整理させていただきました。 

２ 我が国の土地・建物ストックと利用概況や、所有主体の視点から見た概況等については、

土地行政を所管する国土交通省において、本調査の結果や住宅・土地統計調査（総務省所

管の基幹統計調査）等の結果を用いて資産額等を推計した「土地基本調査」（加工統計）を

５年ごとに取りまとめるほか、毎年「土地白書」を編集し、関連する情報提供に努めると

ともに、不動産登記情報の活用余地についても注視している姿勢は評価できると考えてい

ます。 

３ 一方で、本部会の審議の中でも示されたとおり、法人企業には該当しないものの、従業

者規模が比較的大きな個人企業が存在しているにも関わらず、各種調査で十分に把握でき

ていない可能性があり、今後、その把握方法の検討が必要と考えられます。 

また、統計委員会における御指摘のとおり、土地に関する情報としては、不動産登記情

報に加え、不動産価格情報等の業務情報や地理情報システム（ＧＩＳ）の情報等も整備が

進められていることから、これらの情報を総合的に活用し、土地基本調査の充実を図り、

我が国の土地所有及び利活用の全体像を一体的に把握することが重要と考えられます。 

４ さらに、これらの取組を推進するに当たっては、現状の課題や各種の情報を活用する上

での法制度的・技術的な制約を整理した上で、統計分野における対応の範囲、方向性等を

見極める必要があり、統計委員会における司令塔機能の発揮が不可欠と考えます。 

５ このため、次期基本計画における「我が国の土地所有及び利用状況の全体像を把握する

ための統計整備」の検討を推進するに当たっては、統計委員会においてパイロット的な調

査研究を実施し、その結果を踏まえ、国土交通省を中心とする関係府省の具体的な取組を

進めていくことが効果的かつ現実的と考えます。  

平成29年12月19日 

サービス統計・企業統計部会長

西 郷  浩 
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第76回サービス統計・企業統計部会議事結果 

１ 日 付 平成29年12月11日（月） 

２ 議決参加者 

【委   員】 

西郷 浩（部会長）、野呂 順一、宮川 努 

３ 議 題  法人土地・建物基本調査の変更について 

４ 概 要 

○ 平成 29 年 11 月８日（水）に開催された第 75 回サービス統計・企業統計部会に

おいて、諮問第 107 号「法人土地・建物基本調査の変更について（諮問）」の審議を

行ったところ、審議がおおむね終了し、本部会に所属する委員において答申（案）

の方向性について、事実上の合意がなされた。 

これを受けて、統計委員会運営規則第６条第２項の規定に基づき、部会長作成の

答申（案）について書面による議事を行ったところ、全ての所属委員から賛同が得

られたことから、この答申（案）について、本部会で議決されたものとして扱い、

平成 29 年 12 月 19 日（火）開催予定の第 117 回統計委員会に報告することとされ

た。 

以上 
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関

統計委員会委員長

西 村 清 彦 殿

総務大臣

野 田 聖

諮問第107 号

法人土地・建物基本調査の変更について（諮問）

総政企第 265 号

平成 29 年 10 月 26 日

標記について、平成 29年9月 29 日付け国総情建第118 号により国土交通大臣から別添「基

幹統計調査の変更について（申請）Jのとおり申請があったところ、 その承認の適否を判

断するに当たり、 統計法（平成19年法律第53 号）第11条第2項において準用する同法第9

条第4項の規定に基づき、 統計委員会の意見を求める。資料１の参考

※　別添省略

11

（参考） 

※別添省略

008223
長方形
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「公的統計の整備に関する基本的な計画」

の変更に係る答申 

平成29年12月19日 

　

参考資料２

ohishi-t2aw
四角形
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平成 30 年土地基本調査に関する研究会（第１回）議事概要 

 

１ 日時 平成 29 年 1 月 13 日（金）14:30～16:00 

 

２ 場所 国土交通省 土地・建設産業局会議室 

 

３ 出席者 

委    員：清水雅彦座長、伊藤彰彦委員、菅幹雄委員、隅田和人委員、 

廣松毅委員、宮川幸三委員 

オブザーバー：栗田奈央子（総務省国勢統計課長）、永島勝利（総務省経済基本構造統計課長） 

国 土 交 通 省：舘政策統括官、佐竹課長、遠藤専門調査官、小山指導係長 

事  務  局：（公財）統計情報研究開発センター村田主任研究員、 

（株）三菱総合研究所升本主席研究員、勝本主任研究員 

 

４ 議事 

（1） 平成 30 年土地基本調査に関する研究会の開催及び進め方について 

（2） 法人土地・建物基本調査平成 28 年予備調査の実施及び調査結果の検証について 

（3） 土地基本調査の見直し及び統計委員会等からの指摘事項への対応について 

（4） その他 

 

５ 議事要旨 

 ○ 開会に当たり、舘政策統括官から挨拶 

 ○ 研究会の運営及びスケジュールについて確認 

 ○ 配布資料に基づき事務局から説明を行い、その後、意見交換が行われた（「(2) 法人土地・建

物基本調査平成 28 年予備調査の実施及び調査結果の検証について」及び「（3）土地基本調

査の見直し及び統計委員会等からの指摘事項への対応について」に係る意見交換が中心であっ

た。）。委員等からの主な意見は以下のとおり。  

 

（2） 法人土地・建物基本調査平成 28 年予備調査の実施及び調査結果の検証について 

・今回の予備調査では、実施体制（国と都道府県の役割分担）の見直し等により高い回収率が

確保できたとのことであるが、その要因として前回の予備調査（平成 23 年）との調査対象

の違い、調査時期、督促タイミング等も考えられるので、平成 30 年調査においても高い回

収率を確保できるよう、さらに工夫・留意事項として整理していただきたい。 

 

・予備調査はサンプルサイズが小さいが、可能な限り回収率を法人属性別に分析し、未回収法

人の特性を明らかにできないか。 

 

・今回の予備調査において法人番号の記入率は高く、チェックデジットによるチェックでもエ

ラーはほとんどなかったとのことであるが、合併前や他の法人等の誤った法人番号が記入さ

参考資料３

ohishi-t2aw
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れていないかについても検証していただきたい。 

 

・法人番号のプレプリントや、事業所母集団データベースにおける企業母集団情報の整備等、

政府統計調査全般における法人番号利用に向けて、可能性や課題を整理してほしい。 

 

（3） 土地基本調査の見直し及び統計委員会等からの指摘事項への対応について 

・土地は再生産不可能な財であり、ストックは基本的には変動しない。法人所有分、世帯所有

分としてみたときには、フローによりストックが変動するという関係が成り立つが、生産財

におけるストックとフローの概念をそのまま当てはめても馴染みにくいのではないか。議論

が混乱しないよう、資料を取りまとめる際には、用語の意味するところを明らかにしておい

ていただきたい。なお、混乱を招く可能性のある資料については公表の取り扱いについても

検討すべきではないか。 

 

・空き地の問題が重要性を増す中で、法人所有と世帯所有の土地をあわせて考えるべきではな

いか。耕作放棄地についての議論が進んでいる農地に関する取り組みが参考になるのではな

いか。 

 

・世帯土地統計における「現住居の敷地以外の宅地など」の所有率の過小推計に係る補正につ

いては、複数の方法を比較して、補正結果が妥当で分散が比較的小さいことを確認するなど

の検証も考えられるのではないか。 
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平成 30 年土地基本調査に関する研究会（第 2 回）議事概要 

 

１ 日時 平成 29 年 6 月 14 日（水）14:30～16:00 

 

２ 場所 株式会社三菱総合研究所 CR-A 会議室 

 

３ 出席者 

委    員：清水雅彦座長、浅見泰司委員、伊藤彰彦委員、菅幹雄委員、 

廣松毅委員、宮川幸三委員 

オブザーバー：久保奨（総務省統計作成支援課長補佐）、渡邊公二（総務省国勢統計課長補佐） 

国 土 交 通 省：佐竹企画課長、大石専門調査官、道脇指導係長 

事  務  局：（公財）統計情報研究開発センター村田主任研究員、 

（株）三菱総合研究所升本主席研究員、勝本主任研究員 

 

４ 議事 

（1） 平成 30 年土地基本調査の実施の方向性について 

（2） 平成 30 年土地基本調査の総務省承認申請について 

（3） 統計委員会等の指摘事項の回答について 

（4） その他 

 

５ 議事要旨 

 ○ 開会に当たり、佐竹企画課長から挨拶 

 ○ 研究会の公開方針について確認 

 ○ 配布資料に基づき事務局から説明を行い、その後、意見交換が行われた。委員等からの主な意

見は以下のとおり。  

 

（1） 平成 30 年土地基本調査の実施の方向性について 

・事業所母集団 DB は経済活動を行っている事業所を対象としているため、土地基本調査で整

備している名簿と乖離があって当然。土地基本調査で整備している名簿と事業所母集団 DB

がそれぞれに精度を上げながら連携を進めていくことが重要。結果として、土地基本調査で

整備している名簿の捕捉率向上につながるが、完全に一致させるには時間がかかるため、現

時点では可能な限りの連携で良いのではないか。 

 

・パネルデータについては、一部の研究者が利用しているだけという意見もある。国土交通省

及び事務局は統計データ作成に注力して良いのではないか。 

 

・土地動態調査は資本金 5 億円以上の法人は全数調査であるが、１億円以上 5 億円未満法人に

ついては標本調査であるため、パネル化に当たっては標本調査であることが原因で参入・退

出するところがでてくる。利用者に誤解を与えないよう、丁寧な説明をするべき。 

参考資料４
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・研究者がパネル分析を行う際に、企業名や住所だけでは分析できない。調査設計の段階で企

業や事業所の識別ができるようにしておいてもらうと活用の幅が広がる。完全なパネル分析

にはならないが、限定した期間に存続した企業を用いて分析はできるので、データの基礎作

りはしっかりやっていただきたい。 

 

・統計調査によっては裾切りをすることがあるが、パネル化に当たっては法人が裾切りによっ

て抜けたのか標本抽出されなかったのか分けて考えるべき。 

 

・法人番号をつけてのパネル化、事業所母集団 DB や他統計とのリンクは進めるべき。長期的

には一つの所在地の建物と事業所をリンクさせることができて、いつ建てられた建物だとか

が分かってくると、地域分析や生産性分析など分析の幅が広がると思う。 

 

・土地について、ストックとフローという言い方よりも、土地動態調査で示されているとおり、

所有状況と購入・売買の状況という言葉を用いたほうが明確ではないか。 

 

・土地動態調査において所有する土地を都府県単位で答えてもらうのは負担が大きいかもし

れないが、悉皆層である資本金 5 億円以上法人など書けるところには書いてもらうと統計

の利用価値は高まる。 

 

・平成 30 年調査に向けて土地動態調査と土地基本調査の関係を明確にすべき。 

 

（2） 平成 30 年土地基本調査の総務省承認申請について 

・今後、中長期的に土地統計という大きな枠組みで考えると、世帯土地と併せて、土地統計全

体の方向性の検討が必要になるかもしれない。 

 

（3） 統計委員会等の指摘事項の回答について 

・統計委員会の答申における「土地と建物の結びつきの把握」という検討課題への対応として

の利用状況の分割（工場と倉庫の分離）や新設（医療・福祉施設の新設）は、少しずれがあ

るかもしれないが有意なことなので強調すべき。 

 



貴法人についてⅠ

土地・建物の所有状況についてⅡ

貴法人が所有する土地についてⅢ

－第1面－

●この調査は、統計法に基づく基幹統計調査で、報告の義務があります。
●秘密の保護には万全を期していますので、ありのままを記入してください。
●この調査票は、統計的に処理され、税務資料などに使われることはありません。
●オンラインでご回答いただく場合は、『オンライン調査利用ガイド』をご覧くだ
さい。

フリガナ

記入者氏名

部署名

電話番号 （内線：　　　　　）

フリガナ

法人の名称

業種コード 業種名

万円

箇所

法人番号

ご注意
ください

1  株式会社・有限会社
2  合名会社・合資会社
3  合同会社
4  相互会社

支所・支社・支店が

1　土地・建物とも所有していない→　　　　　　  が同封されている
法人はお進みください。

2　建物のみ所有している→　　　にお進みください。

3　土地のみ所有している
4　土地・建物ともに所有している

1　貴法人が単独で所有している
2　貴法人が他の法人・個人と共有している
3　貴法人以外が所有している

5  社会福祉法人
6  学校法人
7  医療法人
8  宗教法人

●名称が異なっている場合は訂正してください。
●法人番号を記入してください。

法人の名称及び法人番号1

●平成30年１月１日現在における、土地・建物の所有の有無を○で囲ん
でください。

●なお、信託されている土地・建物については、その土地・建物の信託受
益権を有している法人が所有しているものとします。

土地・建物の所有の有無8

うち本所・本社・本店の敷地所有状況9
●当てはまる番号を○で囲んでください。

●所在地が異なっている場合は訂正してください。
法人の本所・本社・本店の所在地2

●「　  組織形態」が1～4の場合、資本金、出資金又は基金の額を記入して
ください。

資本金、出資金又は基金の額4

●業種が異なっている場合は、「調査票の記入のしかた」の業種分類表を
参考に、業種名及び業種コードを訂正してください。

業種5

●貴法人全体の常用雇用者数について、当てはまる番号を○で囲んで
ください。

常用雇用者数6

●当てはまる番号を○で囲み、支所・支社・支店の数を記入してください。
●支所・支社・支店には、工場、営業所などや従業員のいる倉庫、管理人の
いる寮なども含めます。

支所・支社・支店の数7

●組織形態が異なっている場合は訂正してください。
●その他の会社以外の法人には、独立行政法人、公社、社団・財団法人、
信用金庫、共済組合等が含まれます。

組織形態3

3

●土地の種類によって設問が異なります。所有するすべての土地の種類の設問に記入してください。

宅地など
農地・林地のうち棚卸資産（他者への販売を目的として所有している土地）
農地・林地のうち棚卸資産以外の土地（有形固定資産）
特殊な用途の土地（調査票Ｂが同封されている法人は、該当する土地を調査票Ｂに記入してください。）

9  各種協同組合
10  その他の会社以外　
　  の法人

1　4人以下
2　5～9人
3　10～19人
4　20～29人

5　30～49人
6　50～99人
7　100～299人
8　300～999人

9　1,000～1,999人
10　2,000～4,999人
11　5,000人以上

1　ある

2　ない

兆 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万 

千 百 十 一 

Ⅲ-(1)
Ⅲ-(2)
Ⅲ-(3)
調査票B

Ⅳ

調査票C

「調査票の記入のしかた」P6をご覧ください。

「調査票の記入のしかた」P6をご覧ください。

冊目提出冊調査票種類調査対象者ID政府統計コードパスワード

平成30年 法人土地・建物基本調査 調査票 A
国土交通省

秘 基幹統計調査

1AC V B Q 1 2 3 4 5 6 7A B c 2 d * * * バーコード
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1   2
3

1   2
3

1   2
3

1   2
3

1   2
3

1   2
3

1   2
3

1   2
3

1   2
3

1   2
3

例
入
記 10 11 12

1
地
在
所

この欄には記入しないでください。➡

都道府県 市郡 区町村 町大字 字丁目 番地

態
形
有
所

積
面
有
所 ㎡億 1ha

万
10a

1   2
3

1
地
在
所

この欄には記入しないでください。➡

都道府県 市郡 区町村 町大字 字丁目 番地

態
形
有
所

積
面
有
所 ㎡億 1ha

万
10a

－第2面－

2
地
在
所

この欄には記入しないでください。➡

都道府県 市郡 区町村 町大字 字丁目 番地

態
形
有
所

積
面
有
所 ㎡億 1ha

万
10a

3
地
在
所

この欄には記入しないでください。➡

都道府県 市郡 区町村 町大字 字丁目 番地

態
形
有
所

積
面
有
所 ㎡億 1ha

万
10a

4
地
在
所

この欄には記入しないでください。➡

都道府県 市郡 区町村 町大字 字丁目 番地

態
形
有
所

積
面
有
所 ㎡億 1ha

万
10a

5
地
在
所

この欄には記入しないでください。➡

都道府県 市郡 区町村 町大字 字丁目 番地

態
形
有
所

積
面
有
所 ㎡億 1ha

万
10a

6
地
在
所

この欄には記入しないでください。➡

都道府県 市郡 区町村 町大字 字丁目 番地

態
形
有
所

積
面
有
所 ㎡億 1ha

万
10a

7
地
在
所

この欄には記入しないでください。➡

都道府県 市郡 区町村 町大字 字丁目 番地

態
形
有
所

積
面
有
所 ㎡億 1ha

万
10a

8
地
在
所

この欄には記入しないでください。➡

都道府県 市郡 区町村 町大字 字丁目 番地

態
形
有
所

積
面
有
所 ㎡億 1ha

万
10a

9
地
在
所

この欄には記入しないでください。➡

都道府県 市郡 区町村 町大字 字丁目 番地

態
形
有
所

積
面
有
所 ㎡億 1ha

万
10a

10
地
在
所

この欄には記入しないでください。➡

都道府県 市郡 区町村 町大字 字丁目 番地

態
形
有
所

積
面
有
所 ㎡億 1ha

万
10a

宅地などについてⅢ－（1）

●貴法人が所有す
る宅地などの所
在地を、原則とし
て地番表示で記
入してください。
●所有する「１区
画の土地」が複
数の筆に分かれ
ており、番地等
が異なる場合
は、代表的な番
地もしくは、最も
若い番地を記入
してください。

●土地の所有形
態について、
当てはまる番
号を○で囲ん
でください。

●土地の所有面
積を記入して
ください。
●共有及び区分
所有の場合は、
貴法人の持分
の面積を記入
してください。
※登記簿等に記
載されている
土地面積は、
小数点以下２
桁まで記載さ
れています。小
数点以下を四
捨五入して㎡
単位で記入し
てください。

所在地 土地の
所有形態

土地の
所有面積

1.貴法人以外の者
へ貸している

2.貸していない

土地の貸付の
有無

11 12 1310
取得時期
●土地の引渡しを受けた時期について、当てはま
る番号を記入してください。

●取得時期が複数期間にわたる場合は主要な部
分を取得した時期を選んでください。

土地の取得時期・今後の保有等予定

今後の保有等予定
●今後の保有等の予定について、当てはまる番号を
○で囲んでください。

1.今後５年以上保有する予定である
2.今後５年以内に売却等を予定している
3.既に売却が決まっている

14

1.昭和25年以前
2.昭和26～35年
3.昭和36～45年
4.昭和46～55年
5.昭和56～平成2年
6.平成3～7年
7.平成8～12年
8.平成13～17年

9.平成18～22年
10.平成23年
11.平成24年
12.平成25年
13.平成26年
14.平成27年
15.平成28年
16.平成29年

1.単独所有
2.共有（3の
　場合を除く）
3.建物の区分
所有による
土地の共有

・所有する宅地など（農地・林地以外の土地）について、利用の単位となっている１区画の土地ごとに記入してください。
・本所・本社・本店の土地についても忘れずに記入してください。

「調査票の記入のしかた」P4をご覧ください。

●土地を自ら使用して
いるのか、貸してい
るのかについて、当
てはまる番号を○で
囲んでください。

●土地の上に自ら所有
する建物がある場
合は、その建物を貴
法人以外の者に貸し
ている場合でも、2を
選択してください。

●土地を貸駐車場や
貸別荘等として使用
している場合も、2を
選択してください。

東京都千代田区霞が関 2　1－3 2 7 0
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3
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3
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3
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3
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1
2

1
2

1
2

1   2
3

回答した内容に誤りがないか確認してください。確認後、　   に　 印でチェックしてください。

1
2

1
2

1
2

1   2
3

付
貸

期
時
得
取

況
現
用
利 13又は21その他

（　　　　　　　       ）
13又は21その他

（　　　　　　　     ）

5年前の利用状況 転換予定保有等予定

産
資
卸
棚

か
否
か

益
受
託
信

か
否
か
権14,15,

21～23
の場合

15 16 171413

付
貸

期
時
得
取 13又は21その他

（　　　　　　　       ）

13又は21その他

（　　　　　　　     ）

5年前の利用状況 転換予定保有等予定

資
卸
棚

か
否
か
産

益
受
託
信

か
否
か
権14,15,

21～23
の場合

－第3面－

●土地の所有は、
信託受益権によ
るものか否かに
ついて、当てはま
る番号を○で囲
んでください。

信託受益権
か否か

17

1.信託受益権
2.信託受益権
ではない
(通常の所有権)

●棚卸資産か否か
について、当ては
まる番号を○で
囲んでください。

棚卸資産か
否か

16

1.棚卸資産
2.棚卸資産以外
（有形固定資産）

利用現況
●土地の主な用途について、当てはまる番号を一つ記入してください。
●13又は21に該当する場合は、カッコ内に具体的に記入してください。
●建築中で土地の用途が不明の場合は13を選び、カッコ内に建築中と記入してく
ださい。

●造成中で土地の用途が不明の場合は21を選び、カッコ内に造成中と記入してく
ださい。

土地の利用現況15
５年前の利用状況
●利用現況が14,15,21～23の場合
で、平成24年以前に取得した場合、
平成25年１月１日時点の利用状
況を左記の1～23から選び、当て
はまる番号を記入してください。

転換予定
●利用現況が14,15,21～23の場
合、今後の別の用途への転換の具
体的な予定について、当てはまる
番号を記入してください。

1.事務所
2.店舗
3.工場
4.倉庫
5.社宅・従業員宿舎
6.その他の福利厚生施設
7.社宅・従業員宿舎以外の
住宅（賃貸用住宅等）

8.ホテル・旅館
9.文教用施設
10.宗教用施設
11.医療施設・福祉施設
12.ビル型駐車場
13.その他の建物

【建物】

1.概ね１年以内に転換を予定し
ている

2.概ね５年以内に転換を予定し
ている

3.転換を予定しているが５年以
上は要する

4.転換を予定しているが時期は
決めていない

5.転換の予定はない

【建物以外】
14.駐車場
15.資材置場
16.グラウンド等の福利厚生施設
17.ゴルフ場･スキー場･キャンプ場
18.貯水池・水路
19.文教用地
20.宗教用地
21.その他

22.利用できない建物（廃屋等）
23.空き地（未着工の建設予定地を含む）

【利用していない】

況
現
用
利

付
貸

期
時
得
取 13又は21その他

（　　　　　　　       ）

13又は21その他

（　　　　　　　     ）

5年前の利用状況 転換予定保有等予定

資
卸
棚

か
否
か
産

益
受
託
信

か
否
か
権14,15,

21～23
の場合況

現
用
利

付
貸

期
時
得
取 13又は21その他

（　　　　　　　       ）

13又は21その他

（　　　　　　　     ）

5年前の利用状況 転換予定保有等予定

資
卸
棚

か
否
か
産

益
受
託
信

か
否
か
権14,15,

21～23
の場合況

現
用
利

付
貸

期
時
得
取 13又は21その他

（　　　　　　　       ）

13又は21その他

（　　　　　　　     ）

5年前の利用状況 転換予定保有等予定

資
卸
棚

か
否
か
産

益
受
託
信

か
否
か
権14,15,

21～23
の場合況

現
用
利

付
貸

期
時
得
取 13又は21その他

（　　　　　　　       ）

13又は21その他

（　　　　　　　     ）

5年前の利用状況 転換予定保有等予定

資
卸
棚

か
否
か
産

益
受
託
信

か
否
か
権14,15,

21～23
の場合況

現
用
利

付
貸

期
時
得
取 13又は21その他

（　　　　　　　       ）

13又は21その他

（　　　　　　　     ）

5年前の利用状況 転換予定保有等予定

資
卸
棚

か
否
か
産

益
受
託
信

か
否
か
権14,15,

21～23
の場合況

現
用
利

付
貸

期
時
得
取 13又は21その他

（　　　　　　　       ）

13又は21その他

（　　　　　　　     ）

5年前の利用状況 転換予定保有等予定

資
卸
棚

か
否
か
産

益
受
託
信

か
否
か
権14,15,

21～23
の場合況

現
用
利

付
貸

期
時
得
取 13又は21その他

（　　　　　　　       ）

13又は21その他

（　　　　　　　     ）

5年前の利用状況 転換予定保有等予定

資
卸
棚

か
否
か
産

益
受
託
信

か
否
か
権14,15,

21～23
の場合況

現
用
利

付
貸

期
時
得
取 13又は21その他

（　　　　　　　       ）

13又は21その他

（　　　　　　　     ）

5年前の利用状況 転換予定保有等予定

資
卸
棚

か
否
か
産

益
受
託
信

か
否
か
権14,15,

21～23
の場合況

現
用
利

付
貸

期
時
得
取 13又は21その他

（　　　　　　　       ）

13又は21その他

（　　　　　　　     ）

5年前の利用状況 転換予定保有等予定

資
卸
棚

か
否
か
産

益
受
託
信

か
否
か
権14,15,

21～23
の場合況

現
用
利

5 13 公会堂



1   2
3

1   2
3

1   2
3

1   2
3

1   2
3

1   2
3

1   2
3

1   2
3

1   2
3

1   2
3

－第2面（つづき）－

宅地などについてⅢ－（1）つづき

。いさだくてし入記に」分加追Ａ票査調「、は合場いなり足が欄入記

・所有する宅地など（農地・林地以外の土地）について、利用の単位となっている１区画の土地ごとに記入してください。
・本所・本社・本店の土地についても忘れずに記入してください。

●貴法人が所有す
る宅地などの所
在地を、原則とし
て地番表示で記
入してください。
●所有する「１区
画の土地」が複
数の筆に分かれ
ており、番地等
が異なる場合
は、代表的な番
地もしくは、最も
若い番地を記入
してください。

●土地の所有形
態について、
当てはまる番
号を○で囲ん
でください。

所在地 土地の
所有形態

土地の
所有面積

1.貴法人以外の者
へ貸している

2.貸していない

土地の貸付の
有無

11 12 1310
取得時期
●土地の引渡しを受けた時期について、当てはま
る番号を記入してください。

●取得時期が複数期間にわたる場合は主要な部
分を取得した時期を選んでください。

土地の取得時期・今後の保有等予定

今後の保有等予定
●今後の保有等の予定について、当てはまる番号を
○で囲んでください。

1.今後５年以上保有する予定である
2.今後５年以内に売却等を予定している
3.既に売却が決まっている

14

1.昭和25年以前
2.昭和26～35年
3.昭和36～45年
4.昭和46～55年
5.昭和56～平成2年
6.平成3～7年
7.平成8～12年
8.平成13～17年

9.平成18～22年
10.平成23年
11.平成24年
12.平成25年
13.平成26年
14.平成27年
15.平成28年
16.平成29年

1.単独所有
2.共有（3の
　場合を除く）
3.建物の区分
所有による
土地の共有

「調査票の記入のしかた」P4をご覧ください。

例
入
記 10 11 12

1   2
3

1
地
在
所

この欄には記入しないでください。➡

都道府県 市郡 区町村 町大字 字丁目 番地

態
形
有
所

積
面
有
所 ㎡億 1ha

万
10a

11
地
在
所

この欄には記入しないでください。➡

都道府県 市郡 区町村 町大字 字丁目 番地

態
形
有
所

積
面
有
所 ㎡億 1ha

万
10a

12
地
在
所

この欄には記入しないでください。➡

都道府県 市郡 区町村 町大字 字丁目 番地

態
形
有
所

積
面
有
所 ㎡億 1ha

万
10a

13
地
在
所

この欄には記入しないでください。➡

都道府県 市郡 区町村 町大字 字丁目 番地

態
形
有
所

積
面
有
所 ㎡億 1ha

万
10a

14
地
在
所

この欄には記入しないでください。➡

都道府県 市郡 区町村 町大字 字丁目 番地

態
形
有
所

積
面
有
所 ㎡億 1ha

万
10a

15
地
在
所

この欄には記入しないでください。➡

都道府県 市郡 区町村 町大字 字丁目 番地

態
形
有
所

積
面
有
所 ㎡億 1ha

万
10a

16
地
在
所

この欄には記入しないでください。➡

都道府県 市郡 区町村 町大字 字丁目 番地

態
形
有
所

積
面
有
所 ㎡億 1ha

万
10a

17
地
在
所

この欄には記入しないでください。➡

都道府県 市郡 区町村 町大字 字丁目 番地

態
形
有
所

積
面
有
所 ㎡億 1ha

万
10a

18
地
在
所

この欄には記入しないでください。➡

都道府県 市郡 区町村 町大字 字丁目 番地

態
形
有
所

積
面
有
所 ㎡億 1ha

万
10a

19
地
在
所

この欄には記入しないでください。➡

都道府県 市郡 区町村 町大字 字丁目 番地

態
形
有
所

積
面
有
所 ㎡億 1ha

万
10a

20
地
在
所

この欄には記入しないでください。➡

都道府県 市郡 区町村 町大字 字丁目 番地

態
形
有
所

積
面
有
所 ㎡億 1ha

万
10a

●土地を自ら使用して
いるのか、貸してい
るのかについて、当
てはまる番号を○で
囲んでください。

●土地の上に自ら所有
する建物がある場
合は、その建物を貴
法人以外の者に貸し
ている場合でも、2を
選択してください。

●土地を貸駐車場や
貸別荘等として使用
している場合も、2を
選択してください。

●土地の所有面
積を記入して
ください。
●共有及び区分
所有の場合は、
貴法人の持分
の面積を記入
してください。
※登記簿等に記
載されている
土地面積は、
小数点以下２
桁まで記載さ
れています。小
数点以下を四
捨五入して㎡
単位で記入し
てください。

東京都千代田区霞が関 2　1－3 2 7 0



1
2

1
2

1
2

1   2
3

1
2

1
2

1
2

1   2
3

1
2

1
2

1
2

1   2
3

1
2

1
2

1
2

1   2
3

1
2

1
2

1
2

1   2
3

1
2

1
2

1
2

1   2
3

1
2

1
2

1
2

1   2
3

1
2

1
2

1
2

1   2
3

1
2

1
2

1
2

1   2
3

1
2

1
2

1
2

1   2
3

1
2

1
2

1
2

1   2
3

付
貸

期
時
得
取

況
現
用
利 13又は21その他

（　　　　　　　       ）
13又は21その他

（　　　　　　　     ）

5年前の利用状況 転換予定保有等予定

産
資
卸
棚

か
否
か

益
受
託
信

か
否
か
権14,15,

21～23
の場合

15 16 171413

－第3面（つづき）－

●土地の所有は、
信託受益権によ
るものか否かに
ついて、当てはま
る番号を○で囲
んでください。

信託受益権
か否か

17

1.信託受益権
2.信託受益権
ではない
(通常の所有権)

●棚卸資産か否か
について、当ては
まる番号を○で
囲んでください。

棚卸資産か
否か

16

1.棚卸資産
2.棚卸資産以外
（有形固定資産）

利用現況
●土地の主な用途について、当てはまる番号を一つ記入してください。
●13又は21に該当する場合は、カッコ内に具体的に記入してください。
●建築中で土地の用途が不明の場合は13を選び、カッコ内に建築中と記入してく
ださい。

●造成中で土地の用途が不明の場合は21を選び、カッコ内に造成中と記入してく
ださい。

土地の利用現況15
５年前の利用状況
●利用現況が14,15,21～23の場合
で、平成24年以前に取得した場合、
平成25年１月１日時点の利用状
況を左記の1～23から選び、当て
はまる番号を記入してください。

転換予定
●利用現況が14,15,21～23の場
合、今後の別の用途への転換の具
体的な予定について、当てはまる
番号を記入してください。

1.事務所
2.店舗
3.工場
4.倉庫
5.社宅・従業員宿舎
6.その他の福利厚生施設
7.社宅・従業員宿舎以外の
住宅（賃貸用住宅等）

8.ホテル・旅館
9.文教用施設
10.宗教用施設
11.医療施設・福祉施設
12.ビル型駐車場
13.その他の建物

【建物】

1.概ね１年以内に転換を予定し
ている

2.概ね５年以内に転換を予定し
ている

3.転換を予定しているが５年以
上は要する

4.転換を予定しているが時期は
決めていない

5.転換の予定はない

【建物以外】
14.駐車場
15.資材置場
16.グラウンド等の福利厚生施設
17.ゴルフ場･スキー場･キャンプ場
18.貯水池・水路
19.文教用地
20.宗教用地
21.その他

22.利用できない建物（廃屋等）
23.空き地（未着工の建設予定地を含む）

【利用していない】

回答した内容に誤りがないか確認してください。確認後、　   に　 印でチェックしてください。

付
貸

期
時
得
取 13又は21その他

（　　　　　　　       ）

13又は21その他

（　　　　　　　     ）

5年前の利用状況 転換予定保有等予定

資
卸
棚

か
否
か
産

益
受
託
信

か
否
か
権14,15,

21～23
の場合況

現
用
利

付
貸

期
時
得
取 13又は21その他

（　　　　　　　       ）

13又は21その他

（　　　　　　　     ）

5年前の利用状況 転換予定保有等予定

資
卸
棚

か
否
か
産

益
受
託
信

か
否
か
権14,15,

21～23
の場合況

現
用
利

付
貸

期
時
得
取 13又は21その他

（　　　　　　　       ）

13又は21その他

（　　　　　　　     ）

5年前の利用状況 転換予定保有等予定

資
卸
棚

か
否
か
産

益
受
託
信

か
否
か
権14,15,

21～23
の場合況

現
用
利

付
貸

期
時
得
取 13又は21その他

（　　　　　　　       ）

13又は21その他

（　　　　　　　     ）

5年前の利用状況 転換予定保有等予定

資
卸
棚

か
否
か
産

益
受
託
信

か
否
か
権14,15,

21～23
の場合況

現
用
利

付
貸

期
時
得
取 13又は21その他

（　　　　　　　       ）

13又は21その他

（　　　　　　　     ）

5年前の利用状況 転換予定保有等予定

資
卸
棚

か
否
か
産

益
受
託
信

か
否
か
権14,15,

21～23
の場合況

現
用
利

付
貸

期
時
得
取 13又は21その他

（　　　　　　　       ）

13又は21その他

（　　　　　　　     ）

5年前の利用状況 転換予定保有等予定

資
卸
棚

か
否
か
産

益
受
託
信

か
否
か
権14,15,

21～23
の場合況

現
用
利

付
貸

期
時
得
取 13又は21その他

（　　　　　　　       ）

13又は21その他

（　　　　　　　     ）

5年前の利用状況 転換予定保有等予定

資
卸
棚

か
否
か
産

益
受
託
信

か
否
か
権14,15,

21～23
の場合況

現
用
利

付
貸

期
時
得
取 13又は21その他

（　　　　　　　       ）

13又は21その他

（　　　　　　　     ）

5年前の利用状況 転換予定保有等予定

資
卸
棚

か
否
か
産

益
受
託
信

か
否
か
権14,15,

21～23
の場合況

現
用
利

付
貸

期
時
得
取 13又は21その他

（　　　　　　　       ）

13又は21その他

（　　　　　　　     ）

5年前の利用状況 転換予定保有等予定

資
卸
棚

か
否
か
産

益
受
託
信

か
否
か
権14,15,

21～23
の場合況

現
用
利

付
貸

期
時
得
取 13又は21その他

（　　　　　　　       ）

13又は21その他

（　　　　　　　     ）

5年前の利用状況 転換予定保有等予定

資
卸
棚

か
否
か
産

益
受
託
信

か
否
か
権14,15,

21～23
の場合況

現
用
利

5 13 公会堂



1
地
在
所 都道府県 市郡 区町村

地
林

地
農 ㎡億 1ha

万
10a ㎡億 1ha

万
10a

●他の法人又は個人と共有している場合は、貴法人の持分の面積を記入してください。
※登記簿等に記載されている土地面積は、小数点以下２桁まで記載されています。
小数点以下を四捨五入して㎡単位で記入してください。

●農地・林地が所在する市区町村名を記入してください。

所在地18 土地面積の合計19

●他の法人又は個人と共有している場合は、貴法人の持分の面積を記入してください。
※登記簿等に記載されている土地面積は、小数点以下２桁まで記載されています。
小数点以下を四捨五入して㎡単位で記入してください。

●農地・林地が所在する市区町村名を記入してください。

所在地20 土地面積の合計21

所有する農地・林地のうち、棚卸資産（他者への販売を目的として所有している土地）について、市区町村ごとにまとめて記入してください。

所有する農地・林地のうち、棚卸資産以外の土地（有形固定資産）について、市区町村ごとにまとめて記入してください。

2
地
在
所 都道府県 市郡 区町村

地
林

地
農 ㎡億 1ha

万
10a ㎡億 1ha

万
10a

3
地
在
所 都道府県 市郡 区町村

地
林

地
農 ㎡億 1ha

万
10a ㎡億 1ha

万
10a

4
地
在
所 都道府県 市郡 区町村

地
林

地
農 ㎡億 1ha

万
10a ㎡億 1ha

万
10a

5
地
在
所 都道府県 市郡 区町村

地
林

地
農 ㎡億 1ha

万
10a ㎡億 1ha

万
10a

6
地
在
所 都道府県 市郡 区町村

地
林

地
農 ㎡億 1ha

万
10a ㎡億 1ha

万
10a

7
地
在
所 都道府県 市郡 区町村

地
林

地
農 ㎡億 1ha

万
10a ㎡億 1ha

万
10a

8
地
在
所 都道府県 市郡 区町村

地
林

地
農 ㎡億 1ha

万
10a ㎡億 1ha

万
10a

9
地
在
所 都道府県 市郡 区町村

地
林

地
農 ㎡億 1ha

万
10a ㎡億 1ha

万
10a

10
地
在
所 都道府県 市郡 区町村

地
林

地
農 ㎡億 1ha

万
10a ㎡億 1ha

万
10a

。いさだくてし入記に」分加追Ａ票査調「、は合場いなり足が欄入記

－第4面－

回答した内容に誤りがないか確認してください。確認後、　   に　 印でチェックしてください。

Ⅲ－（2） 「調査票の記入のしかた」P6をご覧ください。

農地・林地のうち、棚卸資産以外の土地についてⅢ－（3） 「調査票の記入のしかた」P6をご覧ください。

農地・林地のうち、棚卸資産について

この欄には記入しないでください。

1
地
在
所 都道府県 市郡 区町村

地
林

地
農 ㎡億 1ha

万
10a ㎡億 1ha

万
10a

2
地
在
所 都道府県 市郡 区町村

地
林

地
農 ㎡億 1ha

万
10a ㎡億 1ha

万
10a

3
地
在
所 都道府県 市郡 区町村

地
林

地
農 ㎡億 1ha

万
10a ㎡億 1ha

万
10a

4
地
在
所 都道府県 市郡 区町村

地
林

地
農 ㎡億 1ha

万
10a ㎡億 1ha

万
10a

5
地
在
所 都道府県 市郡 区町村

地
林

地
農 ㎡億 1ha

万
10a ㎡億 1ha

万
10a

6
地
在
所 都道府県 市郡 区町村

地
林

地
農 ㎡億 1ha

万
10a ㎡億 1ha

万
10a

7
地
在
所 都道府県 市郡 区町村

地
林

地
農 ㎡億 1ha

万
10a ㎡億 1ha

万
10a

8
地
在
所 都道府県 市郡 区町村

地
林

地
農 ㎡億 1ha

万
10a ㎡億 1ha

万
10a

9
地
在
所 都道府県 市郡 区町村

地
林

地
農 ㎡億 1ha

万
10a ㎡億 1ha

万
10a

10
地
在
所 都道府県 市郡 区町村

地
林

地
農 ㎡億 1ha

万
10a ㎡億 1ha

万
10a

。いさだくてし入記に」分加追Ａ票査調「、は合場いなり足が欄入記

回答した内容に誤りがないか確認してください。確認後、　   に　 印でチェックしてください。この欄には記入しないでください。



●建物の種類によって設問が異なります。所有するすべての建物の種類の設問に記入してください。

工場敷地以外にある建物（延べ床面積200㎡未満）
工場敷地以外にある建物（延べ床面積200㎡以上）
工場敷地にある建物
棚卸資産の土地、農地・林地、特殊な用途の土地にある建物　　　　　　　　　が同封されている法人は
 お進みください。

貴法人が所有する建物についてⅣ

－第5面－

Ⅳ-(1)
Ⅳ-(2)
Ⅳ-(3)
対象外 調査票C

工場敷地以外にある建物（延べ床面積200㎡未満）についてⅣ－（1）

Ⅳ-(2)
Ⅳ-(3)

棟●所有する建物のうち、工場敷地以外にある延べ床面積200㎡未満の建
物について、建物の棟数・合計の床面積を記入してください。
※「　　　　  工場敷地以外にある建物（延べ床面積200㎡以上）」、
「　　　　  工場敷地にある建物」に重複して記入しないでください。
※登記簿等に記載されている建物面積は、小数点以下２桁まで記載されて
います。小数点以下を四捨五入して㎡単位で記入してください。

延べ床面積200㎡未満の建物棟数・合計床面積22 万 千 百 十 一 

㎡

建物棟数

合計床面積

百万 万 千 百 十 一 

「調査票の記入のしかた」P7を
ご覧ください。



地
在
所

この欄には記入しないでください。➡

都道府県 市郡 区町村 町大字 番地

積
面
床
べ
延

原
権
の
地
敷 ㎡万

6.その他

（　　　 ）造
構1

字丁目

地
在
所

この欄には記入しないでください。➡

都道府県 市郡 区町村 町大字 番地

積
面
床
べ
延

原
権
の
地
敷 ㎡万

6.その他

（　　　 ）造
構2

字丁目

地
在
所

この欄には記入しないでください。➡

都道府県 市郡 区町村 町大字 番地

積
面
床
べ
延

原
権
の
地
敷 ㎡万

6.その他

（　　　 ）造
構3

字丁目

地
在
所

この欄には記入しないでください。➡

都道府県 市郡 区町村 町大字 番地

積
面
床
べ
延

原
権
の
地
敷 ㎡万

6.その他

（　　　 ）造
構4

字丁目

地
在
所

この欄には記入しないでください。➡

都道府県 市郡 区町村 町大字 番地

積
面
床
べ
延

原
権
の
地
敷 ㎡万

6.その他

（　　　 ）造
構5

字丁目

地
在
所

この欄には記入しないでください。➡

都道府県 市郡 区町村 町大字 番地

積
面
床
べ
延

原
権
の
地
敷 ㎡万

6.その他

（　　　 ）造
構6

字丁目

地
在
所

この欄には記入しないでください。➡

都道府県 市郡 区町村 町大字 番地

積
面
床
べ
延

原
権
の
地
敷 ㎡万

6.その他

（　　　 ）造
構7

字丁目

地
在
所

この欄には記入しないでください。➡

都道府県 市郡 区町村 町大字 番地

積
面
床
べ
延

原
権
の
地
敷 ㎡万

6.その他

（　　　 ）造
構8

字丁目

地
在
所

この欄には記入しないでください。➡

都道府県 市郡 区町村 町大字 番地

積
面
床
べ
延

原
権
の
地
敷 ㎡万

6.その他

（　　　 ）造
構9

字丁目

地
在
所

この欄には記入しないでください。➡

都道府県 市郡 区町村 町大字 番地

積
面
床
べ
延

原
権
の
地
敷 ㎡万

6.その他

（　　　 ）造
構10

字丁目

－第6面－

工場敷地以外にある建物（延べ床面積200㎡以上）について
「調査票の記入のしかた」P8を
ご覧ください。

Ⅳ－（2）
・所有する建物のうち、工場敷地以外にある延べ床面積200㎡以上の建物について、１棟ごとに記入してください。
・本所・本社・本店の建物についても忘れずに記入してください。

●当該建物の敷地を一部分
でも所有している場合は、

の」地在所    「 　　　　
通し番号を左端の枠内に
記入してください。所在地
の記入は不要です。
●敷地が借地である場合は、
所在地を、原則として地番
表示で記入してください。

●建物の敷地の主な権原形態
について、当てはまる番号を
一つ記入してください。

●建物の延べ床面積
を記入してください。
●共有及び区分所有
の場合は、貴法人の
持分の面積を記入し
てください。
※登記簿等に記載され
ている建物面積は、小
数点以下２桁まで記
載されています。小数
点以下を四捨五入し
て㎡単位で記入してく
ださい。

所在地 敷地の権原 延べ床面積
構造
●建物の構造について、当てはまる番号を一つ
記入してください。
●複数の構造が混在している場合は、面積の最
も大きい構造を記入してください。

階数
●構造が2～4の場合、建物の地上階数、地下階
数を記入してください。地下階がない場合は0
を記入してください。

1.木造
2.鉄骨鉄筋コンクリート造
3.鉄筋コンクリート造
4.鉄骨造
5.コンクリートブロック造
6.その他（石造、れんが造、無筋コンク
リート造、無筋コンクリートブロック
造、その他、他の分類に該当しない構
造のもの）

構造24 25 2623

1.単独所有
2.共有（3の場合を除く）
3.建物の区分所有による
土地の共有
4.普通借地（5の場合を除く）
5.定期借地

10Ⅲ-(1)

地
在
所

この欄には記入しないでください。➡

都道府県 市郡 区町村 町大字 番地

積
面
床
べ
延

原
権
の
地
敷 ㎡万

6.その他

（　　　 ）造
構1

字丁目

例
入
記 2623 24 25

435 750



1    
2

1    2
3

1    
2

1    
2

1    2
3

1    
2

1    
2

1    2
3

1    
2

1    
2

1    2
3

1    
2

1    
2

1    2
3

1    
2

1    
2

1    2
3

1    
2

1    
2

1    2
3

1    
2

1    
2

1    2
3

1    
2

1    
2

1    2
3

1    
2

1    
2

1    2
3

1    
2

回答した内容に誤りがないか確認してください。確認後、　   に　 印でチェックしてください。

－第7面－

●建物の所有は、
信託受益権によ
るものか否かに
ついて、当てはま
る番号を○で囲
んでください。

建築時期 信託受益権
か否か

新耐震基準
●建築時期が1～4の場合、新耐震基準を満たして
いるか否かについて、当てはまる番号を○で囲ん
でください。

1.新耐震基準を満たしている
2.新耐震基準を満たしていない
3.未確認

3027

1.昭和25年以前
2.昭和26～35年
3.昭和36～45年
4.昭和46～55年
5.昭和56～平成2年
6.平成3～7年
7.平成8～12年
8.平成13～17年

1.信託受益権
2.信託受益権
ではない
(通常の所有権)

貸付目的面積
●貸付の有無が2の場合、貸
付目的で所有している面積
を記入してください。
現在貸付面積
●貸付の有無が2の場合、実
際に貸付けている面積（賃
貸借契約における契約面
積）を記入してください。実
際の貸付がない場合は0を
記入してください。

建物の貸付等
（貸付目的での所有の
有無等）

29

1.貸付目的で所有してい
る部分がない（すべて自
家利用目的での所有）

2.貸付目的で所有してい
る部分がある

9.平成18～22年
10.平成23年
11.平成24年
12.平成25年
13.平成26年
14.平成27年
15.平成28年
16.平成29年

建築時期
●建物が完成した時期について、当てはまる番号
を記入してください。

●建物が増改築されている場合は、増改築した部
分としていない部分のどちらか面積の大きい方
について、当てはまる番号を記入してください。

貸付の有無
●建物について、貸室等貸付
目的での所有部分があるか
否かについて、当てはまる番
号を○で囲んでください。

1    
2

1    2
3

1    
2 権

益
受
託
信

か
否
か

新耐震基準

地下

地上 階

階 期
時
築
建

途
用
な
要
主

2～4
の場合

1～4
の場合

12.その他

（　　　　 ）
付
貸
の
物
建

㎡万

㎡万

途
用
的
次
副

合
場
の
２ 貸付目的

面積

現在貸付
面積

28 29 302726

権
益
受
託
信

か
否
か

新耐震基準

地下

地上 階

階 期
時
築
建

途
用
な
要
主

2～4
の場合

1～4
の場合

12.その他

（　　　　 ）
付
貸
の
物
建

㎡万

㎡万

途
用
的
次
副

合
場
の
２ 貸付目的

面積

現在貸付
面積

権
益
受
託
信

か
否
か

新耐震基準

地下

地上 階

階 期
時
築
建

途
用
な
要
主

2～4
の場合

1～4
の場合

12.その他

（　　　　 ）
付
貸
の
物
建

㎡万

㎡万

途
用
的
次
副

合
場
の
２ 貸付目的

面積

現在貸付
面積

権
益
受
託
信

か
否
か

新耐震基準

地下

地上 階

階 期
時
築
建

途
用
な
要
主

2～4
の場合

1～4
の場合

12.その他

（　　　　 ）
付
貸
の
物
建

㎡万

㎡万

途
用
的
次
副

合
場
の
２ 貸付目的

面積

現在貸付
面積

権
益
受
託
信

か
否
か

新耐震基準

地下

地上 階

階 期
時
築
建

途
用
な
要
主

2～4
の場合

1～4
の場合

12.その他

（　　　　 ）
付
貸
の
物
建

㎡万

㎡万

途
用
的
次
副

合
場
の
２ 貸付目的

面積

現在貸付
面積

権
益
受
託
信

か
否
か

新耐震基準

地下

地上 階

階 期
時
築
建

途
用
な
要
主

2～4
の場合

1～4
の場合

12.その他

（　　　　 ）
付
貸
の
物
建

㎡万

㎡万

途
用
的
次
副

合
場
の
２ 貸付目的

面積

現在貸付
面積

権
益
受
託
信

か
否
か

新耐震基準

地下

地上 階

階 期
時
築
建

途
用
な
要
主

2～4
の場合

1～4
の場合

12.その他

（　　　　 ）
付
貸
の
物
建

㎡万

㎡万

途
用
的
次
副

合
場
の
２ 貸付目的

面積

現在貸付
面積

権
益
受
託
信

か
否
か

新耐震基準

地下

地上 階

階 期
時
築
建

途
用
な
要
主

2～4
の場合

1～4
の場合

12.その他

（　　　　 ）
付
貸
の
物
建

㎡万

㎡万

途
用
的
次
副

合
場
の
２ 貸付目的

面積

現在貸付
面積

権
益
受
託
信

か
否
か

新耐震基準

地下

地上 階

階 期
時
築
建

途
用
な
要
主

2～4
の場合

1～4
の場合

12.その他

（　　　　 ）
付
貸
の
物
建

㎡万

㎡万

途
用
的
次
副

合
場
の
２ 貸付目的

面積

現在貸付
面積

権
益
受
託
信

か
否
か

新耐震基準

地下

地上 階

階 期
時
築
建

途
用
な
要
主

2～4
の場合

1～4
の場合

12.その他

（　　　　 ）
付
貸
の
物
建

㎡万

㎡万

途
用
的
次
副

合
場
の
２ 貸付目的

面積

現在貸付
面積

権
益
受
託
信

か
否
か

新耐震基準

地下

地上 階

階 期
時
築
建

途
用
な
要
主

2～4
の場合

1～4
の場合

12.その他

（　　　　 ）
付
貸
の
物
建

㎡万

㎡万

途
用
的
次
副

合
場
の
２ 貸付目的

面積

現在貸付
面積

建物の利用現況28

1.事務所
2.店舗
3.倉庫
4.社宅・従業員宿舎
5.その他の福利厚生施設
6.社宅・従業員宿舎以外の住宅
　（賃貸用住宅等）
7.ホテル・旅館
8.文教用施設
9.宗教用施設
10.医療施設・福祉施設
11.ビル型駐車場
12.その他の建物
13.利用できない建物（廃屋等）

主要な用途
●建物の主要な用途について、当ては
まる番号を一つ記入してください。

●12に該当する場合は、カッコ内
に具体的に記入してください。

副次的用途
●副次的な用途がある場合は、当て
はまる番号を二つまで記入してく
ださい。

3
320
320105

1



地
在
所

この欄には記入しないでください。➡

都道府県 市郡 区町村 町大字 番地

積
面
床
べ
延

原
権
の
地
敷 ㎡万

6.その他

（　　　 ）造
構11

字丁目

地
在
所

この欄には記入しないでください。➡

都道府県 市郡 区町村 町大字 番地

積
面
床
べ
延

原
権
の
地
敷 ㎡万

6.その他

（　　　 ）造
構1

字丁目

地
在
所

この欄には記入しないでください。➡

都道府県 市郡 区町村 町大字 番地

積
面
床
べ
延

原
権
の
地
敷 ㎡万

6.その他

（　　　 ）造
構12

字丁目

地
在
所

この欄には記入しないでください。➡

都道府県 市郡 区町村 町大字 番地

積
面
床
べ
延

原
権
の
地
敷 ㎡万

6.その他

（　　　 ）造
構13

字丁目

地
在
所

この欄には記入しないでください。➡

都道府県 市郡 区町村 町大字 番地

積
面
床
べ
延

原
権
の
地
敷 ㎡万

6.その他

（　　　 ）造
構14

字丁目

地
在
所

この欄には記入しないでください。➡

都道府県 市郡 区町村 町大字 番地

積
面
床
べ
延

原
権
の
地
敷 ㎡万

6.その他

（　　　 ）造
構15

字丁目

地
在
所

この欄には記入しないでください。➡

都道府県 市郡 区町村 町大字 番地

積
面
床
べ
延

原
権
の
地
敷 ㎡万

6.その他

（　　　 ）造
構16

字丁目

地
在
所

この欄には記入しないでください。➡

都道府県 市郡 区町村 町大字 番地

積
面
床
べ
延

原
権
の
地
敷 ㎡万

6.その他

（　　　 ）造
構17

字丁目

地
在
所

この欄には記入しないでください。➡

都道府県 市郡 区町村 町大字 番地

積
面
床
べ
延

原
権
の
地
敷 ㎡万

6.その他

（　　　 ）造
構18

字丁目

地
在
所

この欄には記入しないでください。➡

都道府県 市郡 区町村 町大字 番地

積
面
床
べ
延

原
権
の
地
敷 ㎡万

6.その他

（　　　 ）造
構19

字丁目

地
在
所

この欄には記入しないでください。➡

都道府県 市郡 区町村 町大字 番地

積
面
床
べ
延

原
権
の
地
敷 ㎡万

6.その他

（　　　 ）造
構20

字丁目

－第6面（つづき）－

工場敷地以外にある建物（延べ床面積200㎡以上）についてⅣ－（2）つづき

。いさだくてし入記に」分加追Ａ票査調「、は合場いなり足が欄入記

・所有する建物のうち、工場敷地以外にある延べ床面積200㎡以上の建物について、１棟ごとに記入してください。
・本所・本社・本店の建物についても忘れずに記入してください。

「調査票の記入のしかた」P8を
ご覧ください。

●当該建物の敷地を一部分
でも所有している場合は、

の」地在所    「 　　　　
通し番号を左端の枠内に
記入してください。所在地
の記入は不要です。
●敷地が借地である場合は、
所在地を、原則として地番
表示で記入してください。

●建物の敷地の主な権原形態
について、当てはまる番号を
一つ記入してください。

●建物の延べ床面積
を記入してください。
●共有及び区分所有
の場合は、貴法人の
持分の面積を記入し
てください。
※登記簿等に記載され
ている建物面積は、小
数点以下２桁まで記
載されています。小数
点以下を四捨五入し
て㎡単位で記入してく
ださい。

所在地 敷地の権原 延べ床面積
構造
●建物の構造について、当てはまる番号を一つ
記入してください。
●複数の構造が混在している場合は、面積の最
も大きい構造を記入してください。

階数
●構造が2～4の場合、建物の地上階数、地下階
数を記入してください。地下階がない場合は0
を記入してください。

1.木造
2.鉄骨鉄筋コンクリート造
3.鉄筋コンクリート造
4.鉄骨造
5.コンクリートブロック造
6.その他（石造、れんが造、無筋コンク
リート造、無筋コンクリートブロック
造、その他、他の分類に該当しない構
造のもの）

構造24 25 2623

1.単独所有
2.共有（3の場合を除く）
3.建物の区分所有による
土地の共有
4.普通借地（5の場合を除く）
5.定期借地

10Ⅲ-(1)

例
入
記 2623 24 25

435 750



1    
2

1    2
3

1    
2

1    
2

1    2
3

1    
2

1    
2

1    2
3

1    
2

1    
2

1    2
3

1    
2

1    
2

1    2
3

1    
2

1    
2

1    2
3

1    
2

1    
2

1    2
3

1    
2

1    
2

1    2
3

1    
2

1    
2

1    2
3

1    
2

1    
2

1    2
3

1    
2

1    
2

1    2
3

1    
2 権

益
受
託
信

か
否
か

新耐震基準

地下

地上 階

階 期
時
築
建

途
用
な
要
主

2～4
の場合

1～4
の場合

12.その他

（　　　　 ）
付
貸
の
物
建

㎡万

㎡万

途
用
的
次
副

合
場
の
２ 貸付目的

面積

現在貸付
面積

権
益
受
託
信

か
否
か

新耐震基準

地下

地上 階

階 期
時
築
建

途
用
な
要
主

2～4
の場合

1～4
の場合

12.その他

（　　　　 ）
付
貸
の
物
建

㎡万

㎡万

途
用
的
次
副

合
場
の
２ 貸付目的

面積

現在貸付
面積

回答した内容に誤りがないか確認してください。確認後、　   に　 印でチェックしてください。

権
益
受
託
信

か
否
か

新耐震基準

地下

地上 階

階 期
時
築
建

途
用
な
要
主

2～4
の場合

1～4
の場合

12.その他

（　　　　 ）
付
貸
の
物
建

㎡万

㎡万

途
用
的
次
副

合
場
の
２ 貸付目的

面積

現在貸付
面積

権
益
受
託
信

か
否
か

新耐震基準

地下

地上 階

階 期
時
築
建

途
用
な
要
主

2～4
の場合

1～4
の場合

12.その他

（　　　　 ）
付
貸
の
物
建

㎡万

㎡万

途
用
的
次
副

合
場
の
２ 貸付目的

面積

現在貸付
面積

権
益
受
託
信

か
否
か

新耐震基準

地下

地上 階

階 期
時
築
建

途
用
な
要
主

2～4
の場合

1～4
の場合

12.その他

（　　　　 ）
付
貸
の
物
建

㎡万

㎡万

途
用
的
次
副

合
場
の
２ 貸付目的

面積

現在貸付
面積

権
益
受
託
信

か
否
か

新耐震基準

地下

地上 階

階 期
時
築
建

途
用
な
要
主

2～4
の場合

1～4
の場合

12.その他

（　　　　 ）
付
貸
の
物
建

㎡万

㎡万

途
用
的
次
副

合
場
の
２ 貸付目的

面積

現在貸付
面積

権
益
受
託
信

か
否
か

新耐震基準

地下

地上 階

階 期
時
築
建

途
用
な
要
主

2～4
の場合

1～4
の場合

12.その他

（　　　　 ）
付
貸
の
物
建

㎡万

㎡万

途
用
的
次
副

合
場
の
２ 貸付目的

面積

現在貸付
面積

権
益
受
託
信

か
否
か

新耐震基準

地下

地上 階

階 期
時
築
建

途
用
な
要
主

2～4
の場合

1～4
の場合

12.その他

（　　　　 ）
付
貸
の
物
建

㎡万

㎡万

途
用
的
次
副

合
場
の
２ 貸付目的

面積

現在貸付
面積

権
益
受
託
信

か
否
か

新耐震基準

地下

地上 階

階 期
時
築
建

途
用
な
要
主

2～4
の場合

1～4
の場合

12.その他

（　　　　 ）
付
貸
の
物
建

㎡万

㎡万

途
用
的
次
副

合
場
の
２ 貸付目的

面積

現在貸付
面積

権
益
受
託
信

か
否
か

新耐震基準

地下

地上 階

階 期
時
築
建

途
用
な
要
主

2～4
の場合

1～4
の場合

12.その他

（　　　　 ）
付
貸
の
物
建

㎡万

㎡万

途
用
的
次
副

合
場
の
２ 貸付目的

面積

現在貸付
面積

権
益
受
託
信

か
否
か

新耐震基準

地下

地上 階

階 期
時
築
建

途
用
な
要
主

2～4
の場合

1～4
の場合

12.その他

（　　　　 ）
付
貸
の
物
建

㎡万

㎡万

途
用
的
次
副

合
場
の
２ 貸付目的

面積

現在貸付
面積

－第7面（つづき）－

●建物の所有は、
信託受益権によ
るものか否かに
ついて、当てはま
る番号を○で囲
んでください。

建築時期 信託受益権
か否か

新耐震基準
●建築時期が1～4の場合、新耐震基準を満たして
いるか否かについて、当てはまる番号を○で囲ん
でください。

1.新耐震基準を満たしている
2.新耐震基準を満たしていない
3.未確認

3027

1.昭和25年以前
2.昭和26～35年
3.昭和36～45年
4.昭和46～55年
5.昭和56～平成2年
6.平成3～7年
7.平成8～12年
8.平成13～17年

1.信託受益権
2.信託受益権
ではない
(通常の所有権)

貸付目的面積
●貸付の有無が2の場合、貸
付目的で所有している面積
を記入してください。
現在貸付面積
●貸付の有無が2の場合、実
際に貸付けている面積（賃
貸借契約における契約面
積）を記入してください。実
際の貸付がない場合は0を
記入してください。

建物の貸付等
（貸付目的での所有の
有無等）

29

1.貸付目的で所有してい
る部分がない（すべて自
家利用目的での所有）

2.貸付目的で所有してい
る部分がある

9.平成18～22年
10.平成23年
11.平成24年
12.平成25年
13.平成26年
14.平成27年
15.平成28年
16.平成29年

建物の利用現況28

建築時期
●建物が完成した時期について、当てはまる番号
を記入してください。

●建物が増改築されている場合は、増改築した部
分としていない部分のどちらか面積の大きい方
について、当てはまる番号を記入してください。

1.事務所
2.店舗
3.倉庫
4.社宅・従業員宿舎
5.その他の福利厚生施設
6.社宅・従業員宿舎以外の住宅
　（賃貸用住宅等）
7.ホテル・旅館
8.文教用施設
9.宗教用施設
10.医療施設・福祉施設
11.ビル型駐車場
12.その他の建物
13.利用できない建物（廃屋等）

貸付の有無
●建物について、貸室等貸付
目的での所有部分があるか
否かについて、当てはまる番
号を○で囲んでください。

主要な用途
●建物の主要な用途について、当ては
まる番号を一つ記入してください。

●12に該当する場合は、カッコ内
に具体的に記入してください。

副次的用途
●副次的な用途がある場合は、当て
はまる番号を二つまで記入してく
ださい。

3
320
320105

1

28 29 302726



地
在
所

この欄には記入しないでください。➡

都道府県 市郡 区町村 町大字 字丁目 番地

積
面
床
べ
延

原
権
の
地
敷

㎡万

1

地
在
所

この欄には記入しないでください。➡

都道府県 市郡 区町村 町大字 字丁目 番地

積
面
床
べ
延

原
権
の
地
敷

積
面
床
べ
延

原
権
の
地
敷

積
面
床
べ
延

原
権
の
地
敷

積
面
床
べ
延

原
権
の
地
敷

積
面
床
べ
延

原
権
の
地
敷

積
面
床
べ
延

原
権
の
地
敷

積
面
床
べ
延

原
権
の
地
敷

㎡万

例
入
記

－第8面－

31 32 33

工場敷地にある建物についてⅣ－（3）
・所有している建物のうち、工場敷地にある建物について、工場敷地ごとに記入
してください。

1

地
在
所

この欄には記入しないでください。➡

都道府県 市郡 区町村 町大字 字丁目 番地 ㎡万

2

地
在
所

この欄には記入しないでください。➡

都道府県 市郡 区町村 町大字 字丁目 番地 ㎡万

3

地
在
所

この欄には記入しないでください。➡

都道府県 市郡 区町村 町大字 字丁目 番地 ㎡万

4

地
在
所

この欄には記入しないでください。➡

都道府県 市郡 区町村 町大字 字丁目 番地 ㎡万

5

地
在
所

この欄には記入しないでください。➡

都道府県 市郡 区町村 町大字 字丁目 番地 ㎡万

6

地
在
所

この欄には記入しないでください。➡

都道府県 市郡 区町村 町大字 字丁目 番地 ㎡万

7

●当該工場の敷地を一部分
でも所有している場合は、
　　　　  「 　所在地」の
通し番号を左端の枠内に
記入してください。所在地
の記入は不要です。
●敷地が借地である場合は、
所在地を、原則として地番
表示で記入してください。

●建物の敷地の主な権原形態
について、当てはまる番号を
一つ記入してください。

●建物の延べ床面積を記入
してください。
●共有及び区分所有の場合
は、貴法人の持分の面積を
記入してください。
※登記簿等に記載されている
建物面積は、小数点以下２
桁まで記載されています。小
数点以下を四捨五入して㎡
単位で記入してください。

所在地 敷地の権原 延べ床面積
●延べ床面積が最も大きな建物の構造に
ついて、当てはまる番号を一つ記入してく
ださい。
●複数の構造が混在している場合は、面積
の最も大きい構造を記入してください。

1.木造
2.鉄骨鉄筋コンクリート造
3.鉄筋コンクリート造
4.鉄骨造
5.コンクリートブロック造
6.その他（石造、れんが造、無筋コンク
リート造、無筋コンクリートブロック
造、その他、他の分類に該当しない構
造のもの）

構造32 33 3431

1.単独所有
2.共有（3の場合を除く）
3.建物の区分所有による
土地の共有
4.普通借地（5の場合を除く）
5.定期借地

10Ⅲ-(1)

「調査票の記入のしかた」P10をご覧ください。

75035



1    

2
1    2

3

1    

2
1    2

3

1    

2
1    2

3

1    

2
1    2

3

1    

2
1    2

3

1    

2
1    2

3

1    

2
1    2

3

帳簿価格

減価償却額

減価償却
累計額

帳簿価格

減価償却額

減価償却
累計額

帳簿価格

減価償却額

減価償却
累計額

帳簿価格

減価償却額

減価償却
累計額

帳簿価格

減価償却額

減価償却
累計額

帳簿価格

減価償却額

減価償却
累計額

帳簿価格

減価償却額

減価償却
累計額

帳簿価格

減価償却額

減価償却
累計額

1    

2
1    2

3

帳簿価格

減価償却額

減価償却
累計額

6.その他

（　　　 ）造
構

期
時
築
建

の
物
建
別
場
工

額
産
資
定
固
形
有新耐震基準

権
益
受
託
信

か
否
か

百万円

百万円

百万円

億

億

億

1～4
の場合

6.その他

（　　　 ）造
構

期
時
築
建

の
物
建
別
場
工

額
産
資
定
固
形
有新耐震基準

権
益
受
託
信

か
否
か

－第9面－

3635

●建物の所有は、信託受
益権によるものか否か
について、当てはまる
番号を○で囲んでくだ
さい。

信託受益権か否か36

34

1.信託受益権
2.信託受益権ではない
(通常の所有権)

●工場敷地ごとに、所有するすべての建物の有形固定資産の帳簿
価格、減価償却額、減価償却累計額を100万円単位で記入してく
ださい。

●　　  が記入できない場合は、所有するすべての建物の有形固
定資産の合計を100万円単位で記入してください。

建物の有形固定資産額37

法人所有総有形固定資産額(建物)

固
形
有
総
有
所
人
法

額
産
資
定

(
敷
場
工物

建
る
あ
に
地

)

37－❷

工場別建物の有形固定資産額(建物)37－❶

37－❶

億
百万円

百万円

百万円

百万円

百万円

百万円

億

億

億

億

億

1～4
の場合

6.その他

（　　　 ）造
構

期
時
築
建

の
物
建
別
場
工

額
産
資
定
固
形
有新耐震基準

権
益
受
託
信

か
否
か

百万円

百万円

百万円

億

億

億

1～4
の場合

6.その他

（　　　 ）造
構

期
時
築
建

の
物
建
別
場
工

額
産
資
定
固
形
有新耐震基準

権
益
受
託
信

か
否
か

百万円

百万円

百万円

億

億

億

1～4
の場合

6.その他

（　　　 ）造
構

期
時
築
建

の
物
建
別
場
工

額
産
資
定
固
形
有新耐震基準

権
益
受
託
信

か
否
か

百万円

百万円

百万円

億

億

億

1～4
の場合

6.その他

（　　　 ）造
構

期
時
築
建

の
物
建
別
場
工

額
産
資
定
固
形
有新耐震基準

権
益
受
託
信

か
否
か

百万円

百万円

百万円

億

億

億

1～4
の場合

6.その他

（　　　 ）造
構

期
時
築
建

の
物
建
別
場
工

額
産
資
定
固
形
有新耐震基準

権
益
受
託
信

か
否
か

百万円

百万円

百万円

億

億

億

1～4
の場合

6.その他

（　　　 ）造
構

期
時
築
建

の
物
建
別
場
工

額
産
資
定
固
形
有新耐震基準

権
益
受
託
信

か
否
か

百万円

百万円

百万円

億

億

億

1～4
の場合

回答した内容に誤りがないか確認してください。確認後、　   に　 印でチェックしてください。

建築時期

新耐震基準
●建築時期が1～4の場合、新耐震基準を満たして
いるか否かについて、当てはまる番号を○で囲ん
でください。

1.新耐震基準を満たしている
2.新耐震基準を満たしていない
3.未確認

35

1.昭和25年以前
2.昭和26～35年
3.昭和36～45年
4.昭和46～55年
5.昭和56～平成2年
6.平成3～7年
7.平成8～12年
8.平成13～17年

9.平成18～22年
10.平成23年
11.平成24年
12.平成25年
13.平成26年
14.平成27年
15.平成28年
16.平成29年

建築時期
●延べ床面積が最も大きな建物が完成した時期
について、当てはまる番号を記入してください。

●建物が増改築されている場合は、増改築した部
分としていない部分のどちらか面積の大きい方
について、当てはまる番号を記入してください。

37－❶

4 3
3 2 0
3 2 0
3 2 0



平成30年 法人土地・建物基本調査 調査票 B
国土交通省

秘 基幹統計調査

－第1面－

地
在
所

地
在
所

地
在
所

地
在
所

地
在
所

地
在
所

地
在
所

地
在
所

地
在
所

地
在
所

の
地
土

途
用

の
地
土

途
用

の
地
土

途
用

の
地
土

途
用

の
地
土

途
用

の
地
土

途
用

の
地
土

途
用

の
地
土

途
用

の
地
土

途
用

の
地
土

途
用

数
件

積
面
地
土

計
合
の

㎡件 億 1ha
万

万 10a

数
件

積
面
地
土

計
合
の

㎡件 億 1ha
万

万 10a

数
件

積
面
地
土

計
合
の

㎡件 億 1ha
万

万 10a

数
件

積
面
地
土

計
合
の

㎡件 億 1ha
万

万 10a

数
件

積
面
地
土

計
合
の

㎡件 億 1ha
万

万 10a

数
件

積
面
地
土

計
合
の

㎡件 億 1ha
万

万 10a

数
件

積
面
地
土

計
合
の

㎡件 億 1ha
万

万 10a

数
件

積
面
地
土

計
合
の

㎡件 億 1ha
万

万 10a

数
件

積
面
地
土

計
合
の

㎡件 億 1ha
万

万 10a

数
件

積
面
地
土

計
合
の

㎡件 億 1ha
万

万 10a

1
都道府県

2

3

4

5

6

7

8

9

10

所在地1 土地の用途2
●土地が所在する都道府県名を
記入してください。

●所有する以下の用途の土地について、都道府県ごと、土地の用途ごとにまとめ
て記入してください。

●土地の用途について、当てはまる番号
を記入してください。

土地面積の合計4
●土地の所有面積の合計を記入してく
ださい。

●他の法人又は個人と共有している場
合は、貴法人の持分の面積を記入して
ください。
※登記簿等に記載されている土地面積
は、小数点以下２桁まで記載されてい
ます。小数点以下を四捨五入して㎡単
位で記入してください。

1.電気業における送配電施設用地
2.電気業における変電施設用地
3.電気業における発電所用地
4.ガス業におけるガス供給施設用地
5.固定電気通信業・移動電気通信業
における通信施設用地

6.放送業における放送施設用地
（送信所、中継所のみ。本社施設・
設備やスタジオ等は除く）

7.鉄道業における停車場用地
8.鉄道業における鉄軌道等用地
9.鉄道業における鉄道林用地
10.道路用地（供用済用地）
11.道路用地（未供用用地）
12.水路用地

回答した内容に誤りがないか確認してください。確認後、　   に　 印でチェックしてください。この欄には記入しないでください。

件数3
●「　土地の用途」
が1～7に当ては
まる場合、土地の
件数を記入して
ください。

2

特殊な用途の土地について調査票B

「調査票の記入のしかた」P6をご覧ください。

都道府県

都道府県

都道府県

都道府県

都道府県

都道府県

都道府県

都道府県

都道府県

フリガナ

法人の
名称

冊目提出冊調査票種類調査対象者ID

1B1 2 3 4 5 6 7
バーコード

参考資料５ ②

ohishi-t2aw
四角形



。いさだくてし入記に」分加追B票査調「、は合場いなり足が欄入記

11
地
在
所

地
在
所

地
在
所

地
在
所

地
在
所

地
在
所

地
在
所

地
在
所

地
在
所

地
在
所

地
在
所

地
在
所

地
在
所

地
在
所

地
在
所

地
在
所

地
在
所

地
在
所

地
在
所

地
在
所

数
件

積
面
地
土

計
合
の

の
地
土

途
用

㎡件 億 1ha
万

万 10a

数
件

積
面
地
土

計
合
の

㎡件 億 1ha
万

万 10a

数
件

積
面
地
土

計
合
の

㎡件 億 1ha
万

万 10a

数
件

積
面
地
土

計
合
の

㎡件 億 1ha
万

万 10a

数
件

積
面
地
土

計
合
の

㎡件 億 1ha
万

万 10a

数
件

積
面
地
土

計
合
の

㎡件 億 1ha
万

万 10a

数
件

積
面
地
土

計
合
の

㎡件 億 1ha
万

万 10a

数
件

積
面
地
土

計
合
の

㎡件 億 1ha
万

万 10a

数
件

積
面
地
土

計
合
の

㎡件 億 1ha
万

万 10a

数
件

積
面
地
土

計
合
の

㎡件 億 1ha
万

万 10a

数
件

積
面
地
土

計
合
の

㎡件 億 1ha
万

万 10a

数
件

積
面
地
土

計
合
の

㎡件 億 1ha
万

万 10a

数
件

積
面
地
土

計
合
の

㎡件 億 1ha
万

万 10a

数
件

積
面
地
土

計
合
の

㎡件 億 1ha
万

万 10a

数
件

積
面
地
土

計
合
の

㎡件 億 1ha
万

万 10a

数
件

積
面
地
土

計
合
の

㎡件 億 1ha
万

万 10a

数
件

積
面
地
土

計
合
の

㎡件 億 1ha
万

万 10a

数
件

積
面
地
土

計
合
の

㎡件 億 1ha
万

万 10a

数
件

積
面
地
土

計
合
の

㎡件 億 1ha
万

万 10a

数
件

積
面
地
土

計
合
の

㎡件 億 1ha
万

万 10a

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

所在地1 土地の用途2 件数3 土地面積の合計4
●土地が所在する都道府県名を記
入してください。

●土地の用途について、当てはまる番号
を記入してください。

●「　 土地の用途」
が1～7に当ては
まる場合、土地の
件数を記入してく
ださい。

●土地の所有面積の合計を記入してくだ
さい。

●他の法人又は個人と共有している場
合は、貴法人の持分の面積を記入して
ください。
※登記簿等に記載されている土地面積
は、小数点以下２桁まで記載されてい
ます。小数点以下を四捨五入して㎡単
位で記入してください。

1.電気業における送配電施設用地
2.電気業における変電施設用地
3.電気業における発電所用地
4.ガス業におけるガス供給施設用地
5.固定電気通信業・移動電気通信業
における通信施設用地

6.放送業における放送施設用地
（送信所、中継所のみ。本社施設・
設備やスタジオ等は除く）

7.鉄道業における停車場用地
8.鉄道業における鉄軌道等用地
9.鉄道業における鉄道林用地
10.道路用地（供用済用）
11.道路用地（未供用用地）
12.水路用地

2

都道府県

の
地
土

途
用都道府県

の
地
土

途
用都道府県

の
地
土

途
用都道府県

の
地
土

途
用都道府県

の
地
土

途
用都道府県

の
地
土

途
用都道府県

の
地
土

途
用都道府県

の
地
土

途
用都道府県

の
地
土

途
用都道府県

の
地
土

途
用都道府県

の
地
土

途
用都道府県

の
地
土

途
用都道府県

の
地
土

途
用都道府県

の
地
土

途
用都道府県

の
地
土

途
用都道府県

の
地
土

途
用都道府県

の
地
土

途
用都道府県

の
地
土

途
用都道府県

の
地
土

途
用都道府県

－第2面－

回答した内容に誤りがないか確認してください。確認後、　   に　 印でチェックしてください。この欄には記入しないでください。



土地の取得及び売却等の状況について

－第1面－

フリガナ

法人の
名称

1   土地の取得及び売却等をしていない
　　　    調査はこれで終わりです。

2   土地の取得及び売却等をした
　　　　　　　  を回答してください。

●平成29年1月1日から平成29年12月31日までの間に、土地の取得及び売却等しましたか。該当する番号を○で
囲んでください。
●「土地の取得及び売却等」には、購入及び売却以外の要因で、土地の面積又は帳簿価格が増減した場合を含みます。
●国外における土地の保有、取得、売却等は除いて回答してください。

土地の取得及び売却等の有無1

●調査票Ｃは、資本金、出資金又は基金の額が１億円以上の企業を対象
としています。

平成29年１月１日から平成29年12月31日までの間に行ったすべての土地の取得及び売却等について、取得及び売却等した土地の面
積、帳簿価格及び売買区画数の合計を記入してください。

取得及び売却等した土地についてⅡ

A

B

購入した土地

売却した土地

その他変動分※3

買
売

数
画
区

積
面

格
価
簿
帳 百万円百億千億 十億 億 千万千㎡千万億十億 百万 十万 万 件千 百 十

買
売

数
画
区

積
面

格
価
簿
帳 百万円百億千億 十億 億 千万千㎡千万億十億 百万 十万 万 件千 百 十

買
売

数
画
区

積
面

格
価
簿
帳 百万円百億千億 十億 億 千万千㎡千万億十億 百万 十万 万 件千 百 十

買
売

数
画
区

積
面

格
価
簿
帳 百万円百億千億 十億 億 千万千㎡千万億十億 百万 十万 万 件千 百 十

買
売

数
画
区

積
面

格
価
簿
帳 百万円百億千億 十億 億 千万千㎡千万億十億 百万 十万 万 件千 百 十

積
面

格
価
簿
帳 百万円百億千億 十億 億 千万千㎡千万億十億 百万 十万 万

面積2 帳簿価格3 売買区画数※14

面積5 帳簿価格6 売買区画数※17

うち所有権は有しないが
信託受益権を有する土地

うち所有権は有しないが
信託受益権を有する土地

うち造成済住宅地※2

。すまいいを地土たっまとまの定予用使は又るいてし用使で途用一同、はと画区の」数画区買売「  1※
。いさだくてし入記てい除を地用共公の等地用校学、園公、路街。すまいいを地宅住たし成造が人法貴、はと」地宅住済成造「  2※
。いさだくてし入記を減増の格価簿帳は又積面の地土で因要の等成造、落競るよに売競、地換、換交、併合、は」分動変他のそ「  3※

。いさだくてし付にスマ左ぐすの値数を」―「、は合場たっなにスナイマが」分動変他のそ「 　　

棚卸資産以外の土地Ⅱ－（1）

棚卸資産Ⅱ－（2）

C

A

B

購入した土地

売却した土地

その他変動分※3

買
売

数
画
区

積
面

格
価
簿
帳 百万円百億千億 十億 億 千万千㎡千万億十億 百万 十万 万 件千 百 十

買
売

数
画
区

積
面

格
価
簿
帳 百万円百億千億 十億 億 千万千㎡千万億十億 百万 十万 万 件千 百 十

買
売

数
画
区

積
面

格
価
簿
帳 百万円百億千億 十億 億 千万千㎡千万億十億 百万 十万 万 件千 百 十

買
売

数
画
区

積
面

格
価
簿
帳 百万円百億千億 十億 億 千万千㎡千万億十億 百万 十万 万 件千 百 十

買
売

数
画
区

積
面

格
価
簿
帳 百万円百億千億 十億 億 千万千㎡千万億十億 百万 十万 万 件千 百 十

積
面

格
価
簿
帳 百万円百億千億 十億 億 千万千㎡千万億十億 百万 十万 万

うち所有権は有しないが
信託受益権を有する土地

うち所有権は有しないが
信託受益権を有する土地

うち造成済住宅地※2

C

Ⅱ Ⅲ

「調査票の記入のしかた」P12をご覧ください。

Ⅰ

冊目提出冊調査票種類調査対象者ID

平成30年 法人土地・建物基本調査 調査票 C
国土交通省

秘 基幹統計調査

1C1 2 3 4 5 6 7バーコード

参考資料５③

ohishi-t2aw
四角形



都道府県毎の取得及び売却等した土地についてⅢ

－第2面－

。いさだくてし入記に」分加追C票査調「、は合場いなり足が欄入記

都道府県毎の棚卸資産以外の土地

都道府県8 面積9 帳簿価格10 売買区画数11

「　  購入した土地」について、土地が所在する都道府県ごとの面積、帳簿価格、売買区画数それぞれの合計を
記入してください。

1 買
売
数
画
区 件千 百 十

格
価
簿
帳 百万円百億千億 十億 億 千万千㎡千万億十億 百万 十万 万

積
面都道府県

地
在
所

買
売
数
画
区 件千 百 十

格
価
簿
帳 百万円百億千億 十億 億 千万千㎡千万億十億 百万 十万 万

積
面都道府県

地
在
所

買
売
数
画
区 件千 百 十

格
価
簿
帳 百万円百億千億 十億 億 千万千㎡千万億十億 百万 十万 万

積
面都道府県

地
在
所

買
売
数
画
区 件千 百 十

格
価
簿
帳 百万円百億千億 十億 億 千万千㎡千万億十億 百万 十万 万

積
面都道府県

地
在
所

買
売
数
画
区 件千 百 十

格
価
簿
帳 百万円百億千億 十億 億 千万千㎡千万億十億 百万 十万 万

積
面都道府県

地
在
所

買
売
数
画
区 件千 百 十

格
価
簿
帳 百万円百億千億 十億 億 千万千㎡千万億十億 百万 十万 万

積
面都道府県

地
在
所

買
売
数
画
区 件千 百 十

格
価
簿
帳 百万円百億千億 十億 億 千万千㎡千万億十億 百万 十万 万

積
面都道府県

地
在
所

買
売
数
画
区 件千 百 十

格
価
簿
帳 百万円百億千億 十億 億 千万千㎡千万億十億 百万 十万 万

積
面都道府県

地
在
所

買
売
数
画
区 件千 百 十

格
価
簿
帳 百万円百億千億 十億 億 千万千㎡千万億十億 百万 十万 万

積
面都道府県

地
在
所

買
売
数
画
区 件千 百 十

格
価
簿
帳 百万円百億千億 十億 億 千万千㎡千万億十億 百万 十万 万

積
面都道府県

地
在
所

買
売
数
画
区 件千 百 十

格
価
簿
帳 百万円百億千億 十億 億 千万千㎡千万億十億 百万 十万 万

積
面都道府県

地
在
所

買
売
数
画
区 件千 百 十

格
価
簿
帳 百万円百億千億 十億 億 千万千㎡千万億十億 百万 十万 万

積
面都道府県

地
在
所

買
売
数
画
区 件千 百 十

格
価
簿
帳 百万円百億千億 十億 億 千万千㎡千万億十億 百万 十万 万

積
面都道府県

地
在
所

買
売
数
画
区 件千 百 十

格
価
簿
帳 百万円百億千億 十億 億 千万千㎡千万億十億 百万 十万 万

積
面都道府県

地
在
所

買
売
数
画
区 件千 百 十

格
価
簿
帳 百万円百億千億 十億 億 千万千㎡千万億十億 百万 十万 万

積
面都道府県

地
在
所

買
売
数
画
区 件千 百 十

格
価
簿
帳 百万円百億千億 十億 億 千万千㎡千万億十億 百万 十万 万

積
面都道府県

地
在
所

買
売
数
画
区 件千 百 十

格
価
簿
帳 百万円百億千億 十億 億 千万千㎡千万億十億 百万 十万 万

積
面都道府県

地
在
所

買
売
数
画
区 件千 百 十

格
価
簿
帳 百万円百億千億 十億 億 千万千㎡千万億十億 百万 十万 万

積
面都道府県

地
在
所

買
売
数
画
区 件千 百 十

格
価
簿
帳 百万円百億千億 十億 億 千万千㎡千万億十億 百万 十万 万

積
面都道府県

地
在
所

買
売
数
画
区 件千 百 十

格
価
簿
帳 百万円百億千億 十億 億 千万千㎡千万億十億 百万 十万 万

積
面都道府県

地
在
所

2 

 3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

Ⅱ-(1)

購入した土地A
A

Ⅲ－（1）



－第3面－

。いさだくてし入記に」分加追C票査調「、は合場いなり足が欄入記

「　  売却した土地」について、土地が所在する都道府県ごとの面積、帳簿価格、売買区画数それぞれの合計を
記入してください。

都道府県12 面積13 帳簿価格14 売買区画数15

1 買
売
数
画
区 件千 百 十

格
価
簿
帳 百万円百億千億 十億 億 千万千㎡千万億十億 百万 十万 万

積
面都道府県

地
在
所

買
売
数
画
区 件千 百 十

格
価
簿
帳 百万円百億千億 十億 億 千万千㎡千万億十億 百万 十万 万

積
面都道府県

地
在
所

買
売
数
画
区 件千 百 十

格
価
簿
帳 百万円百億千億 十億 億 千万千㎡千万億十億 百万 十万 万

積
面都道府県

地
在
所

買
売
数
画
区 件千 百 十

格
価
簿
帳 百万円百億千億 十億 億 千万千㎡千万億十億 百万 十万 万

積
面都道府県

地
在
所

買
売
数
画
区 件千 百 十

格
価
簿
帳 百万円百億千億 十億 億 千万千㎡千万億十億 百万 十万 万

積
面都道府県

地
在
所

買
売
数
画
区 件千 百 十

格
価
簿
帳 百万円百億千億 十億 億 千万千㎡千万億十億 百万 十万 万

積
面都道府県

地
在
所

買
売
数
画
区 件千 百 十

格
価
簿
帳 百万円百億千億 十億 億 千万千㎡千万億十億 百万 十万 万

積
面都道府県

地
在
所

買
売
数
画
区 件千 百 十

格
価
簿
帳 百万円百億千億 十億 億 千万千㎡千万億十億 百万 十万 万

積
面都道府県

地
在
所

買
売
数
画
区 件千 百 十

格
価
簿
帳 百万円百億千億 十億 億 千万千㎡千万億十億 百万 十万 万

積
面都道府県

地
在
所

買
売
数
画
区 件千 百 十

格
価
簿
帳 百万円百億千億 十億 億 千万千㎡千万億十億 百万 十万 万

積
面都道府県

地
在
所

買
売
数
画
区 件千 百 十

格
価
簿
帳 百万円百億千億 十億 億 千万千㎡千万億十億 百万 十万 万

積
面都道府県

地
在
所

買
売
数
画
区 件千 百 十

格
価
簿
帳 百万円百億千億 十億 億 千万千㎡千万億十億 百万 十万 万

積
面都道府県

地
在
所

買
売
数
画
区 件千 百 十

格
価
簿
帳 百万円百億千億 十億 億 千万千㎡千万億十億 百万 十万 万

積
面都道府県

地
在
所

買
売
数
画
区 件千 百 十

格
価
簿
帳 百万円百億千億 十億 億 千万千㎡千万億十億 百万 十万 万

積
面都道府県

地
在
所

買
売
数
画
区 件千 百 十

格
価
簿
帳 百万円百億千億 十億 億 千万千㎡千万億十億 百万 十万 万

積
面都道府県

地
在
所

買
売
数
画
区 件千 百 十

格
価
簿
帳 百万円百億千億 十億 億 千万千㎡千万億十億 百万 十万 万

積
面都道府県

地
在
所

買
売
数
画
区 件千 百 十

格
価
簿
帳 百万円百億千億 十億 億 千万千㎡千万億十億 百万 十万 万

積
面都道府県

地
在
所

買
売
数
画
区 件千 百 十

格
価
簿
帳 百万円百億千億 十億 億 千万千㎡千万億十億 百万 十万 万

積
面都道府県

地
在
所

買
売
数
画
区 件千 百 十

格
価
簿
帳 百万円百億千億 十億 億 千万千㎡千万億十億 百万 十万 万

積
面都道府県

地
在
所

買
売
数
画
区 件千 百 十

格
価
簿
帳 百万円百億千億 十億 億 千万千㎡千万億十億 百万 十万 万

積
面都道府県

地
在
所

2 

 3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

Ⅱ-(1) B

売却した土地B



－第4面－

都道府県16 面積17 帳簿価格18 売買区画数19

。いさだくてし入記に」分加追C票査調「、は合場いなり足が欄入記

都道府県毎の棚卸資産

「　  購入した土地」について、土地が所在する都道府県ごとの面積、帳簿価格、売買区画数それぞれの合計を
記入してください。

1 買
売
数
画
区 件千 百 十

格
価
簿
帳 百万円百億千億 十億 億 千万千㎡千万億十億 百万 十万 万

積
面都道府県

地
在
所

買
売
数
画
区 件千 百 十

格
価
簿
帳 百万円百億千億 十億 億 千万千㎡千万億十億 百万 十万 万

積
面都道府県

地
在
所

買
売
数
画
区 件千 百 十

格
価
簿
帳 百万円百億千億 十億 億 千万千㎡千万億十億 百万 十万 万

積
面都道府県

地
在
所

買
売
数
画
区 件千 百 十

格
価
簿
帳 百万円百億千億 十億 億 千万千㎡千万億十億 百万 十万 万

積
面都道府県

地
在
所

買
売
数
画
区 件千 百 十

格
価
簿
帳 百万円百億千億 十億 億 千万千㎡千万億十億 百万 十万 万

積
面都道府県

地
在
所

買
売
数
画
区 件千 百 十

格
価
簿
帳 百万円百億千億 十億 億 千万千㎡千万億十億 百万 十万 万

積
面都道府県

地
在
所

買
売
数
画
区 件千 百 十

格
価
簿
帳 百万円百億千億 十億 億 千万千㎡千万億十億 百万 十万 万

積
面都道府県

地
在
所

買
売
数
画
区 件千 百 十

格
価
簿
帳 百万円百億千億 十億 億 千万千㎡千万億十億 百万 十万 万

積
面都道府県

地
在
所

買
売
数
画
区 件千 百 十

格
価
簿
帳 百万円百億千億 十億 億 千万千㎡千万億十億 百万 十万 万

積
面都道府県

地
在
所

買
売
数
画
区 件千 百 十

格
価
簿
帳 百万円百億千億 十億 億 千万千㎡千万億十億 百万 十万 万

積
面都道府県

地
在
所

買
売
数
画
区 件千 百 十

格
価
簿
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－第5面－

。いさだくてし入記に」分加追C票査調「、は合場いなり足が欄入記

都道府県20 面積21 帳簿価格22 売買区画数23

「　  売却した土地」について、土地が所在する都道府県ごとの面積、帳簿価格、売買区画数それぞれの合計を
記入してください。
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